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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1)連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第78期から第80期は当期純損失を計上しているため、第

81期および第82期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

３．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略して

います。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 109,546 105,488 106,809 122,311 121,994 

経常利益又は 

経常損失（△） 
〃 △4,709 △4,699 △6,524 11,246 14,901 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
〃 △7,777 △10,368 △28,717 17,795 12,672 

純資産額 〃 38,592 25,778 34,608 52,483 65,661 

総資産額 〃 111,980 99,660 93,495 96,051 112,726 

１株当たり純資産額 円 442.05 295.50 181.22 274.75 343.60 

１株当たり当期純利益

金額又は１株当たり当

期純損失金額（△） 

〃 △89.08 △118.80 △234.66 93.07 65.98 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 34.46 25.87 37.02 54.64 58.25 

自己資本利益率 〃 △20.15 △32.21 △95.11 40.87 21.45 

株価収益率 倍 － － － 10.60 27.80 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
百万円 2,077 4,857 △3,817 9,677 16,147 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 △7,603 △9,047 3,992 △9,339 △9,125 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
〃 1,697 3,280 9,016 △6,290 2,871 

現金及び現金同等物の

期末残高 
〃 19,919 18,440 26,713 20,913 32,307 

従業員数 人 12,559 12,346 10,870 15,841 16,058 



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれていません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第78期から第80期は当期純損失を計上しているため、第

81期および第82期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載していません。 

３．平均臨時雇用者数については、臨時従業員の総数が従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略して

います。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 75,389 60,066 66,810 88,192 88,171 

経常利益又は 

経常損失（△） 
〃 △4,436 △5,127 △3,310 8,661 12,069 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
〃 △6,427 △11,094 △30,127 17,038 12,696 

資本金 〃 16,575 16,575 35,270 35,270 35,270 

発行済株式総数 株 87,311,591 87,311,591 191,107,628 191,107,628 191,107,628 

純資産額 百万円 37,880 25,821 33,715 50,558 61,975 

総資産額 〃 85,894 73,797 77,255 80,770 97,447 

１株当たり純資産額 円 433.89 295.99 176.54 264.78 324.32 

１株当たり配当額 

(うち１株当たり中間配

当額) 

〃 

（〃） 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

5.0 

(－) 

7.5 

 (2.5) 

１株当たり当期純利益

金額又は1株当たり当

期純損失金額（△） 

〃 △73.62 △127.12 △246.18 89.22 66.14 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
〃 － － － － － 

自己資本比率 ％ 44.1 35.0 43.6 62.6 63.6 

自己資本利益率 〃 △16.97 △34.83 △101.20 40.44 22.56 

株価収益率 倍 － － － 11.06 27.73 

配当性向 ％ － － － 5.6 11.3 

従業員数 人 1,646 1,302 1,199 1,177 1,245 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和21年６月 三協精機製作所創立（諏訪市） 

昭和22年７月 有限会社三協精機製作所に改組 

昭和26年１月 東京出張所を開設（昭和29年11月東京支店 現「東京支社」） 

昭和28年３月 大阪出張所を開設（昭和29年11月大阪支店） 

昭和28年12月 株式会社三協精機製作所に改組 

昭和31年11月 下諏訪工場（現在地）を開設（現「下諏訪事業所」） 

昭和32年９月 ニューヨーク駐在事務所を開設（昭和34年９月現地法人に改組 現「NIDEC SANKYO AMERICA C

ORPORATION」） 

昭和34年４月 名古屋営業所を開設 

昭和35年８月 株式額面変更のため昭和19年4月20日設立の南方物産株式会社に吸収合併（商号を株式会社三協

精機製作所に変更） 

昭和35年９月 東京店頭市場に株式公開 

昭和35年11月 東京ピジョンオルゴール株式会社と提携（現「日本電産ピジョン株式会社」） 

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和37年２月 東京証券取引所市場第一部に指定替え 

昭和37年６月 サンキョウ商会を設立（現「日本電産サンキョー商事株式会社」） 

昭和37年９月 日新工機株式会社を設立（現「日本電産ニッシン株式会社」） 

昭和37年12月 西独にヨーロッパ駐在事務所を開設（昭和41年６月現地法人に改組 現「NIDEC SANKYO EUROP

E GmbH」） 

昭和41年９月 伊那三協株式会社を設立（昭和58年４月当社に吸収合併 現「駒ヶ根事業所」） 

昭和45年10月 香港に香港駐在事務所を開設（昭和48年４月現地法人「Sankyo Seiki（Hong Kong）Co., Ltd.」

に改組 現「NIDEC SANKYO（H.K.）CO.,LIMITED」） 

昭和48年10月 伊那北工場を開設（現「伊那事業所」） 

昭和50年12月 台湾に現地法人「Taiwan Tenlon Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO TAIWAN CORPORATIO

N」） 

昭和51年10月 台湾に現地法人「Taiwan Nissin Koki Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC NISSIN TAIWAN CORPOR

ATION」） 

昭和53年５月 シンガポールに現地法人「Sankyo Seiki (Singapore) Pte., Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO

SINGAPORE PTE.LTD.」）  

昭和60年12月 香港に現地法人「Tokyo Pigeon（Hong Kong）Co., Ltd.」を設立（現「NIDEC PIGEON（H.K.）C

O.,LIMITED」） 

昭和62年４月 韓国に現地法人「Hyup-Jin Precision Co.,Ltd.」を設立（現「SCD Co.,Ltd.） 

平成５年10月 三協サービスエンジニアリング株式会社を設立（現「日本電産サンキョーサービスエンジニアリ

ング株式会社」） 

平成７年６月 中国に現地法人「Sankyo Electronics (Shaoguan) Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO ELE

CTRONICS（SHAOGUAN）CO.,LTD.」） 

平成７年６月 香港に現地法人「Nissin Topma Co., Ltd.」を設立（現「NIDEC NISSIN（H.K.）CO.,LIMITE

D」） 

平成７年11月 中国に現地法人「Sankyo Seiki (Fuzhou) Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO（FUZHOU）COR

PORATION」） 

 



年月 沿革 

平成９年７月 インドネシアに現地法人「PT Indonesia Santomas」を設立（現「PT. NIDEC NISSIN INDONESI

A」） 

平成12年４月 中国に現地法人「Sankyo Seiki（Shanghai）Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO ELECTRONICS

（SHANGHI）CORPORATION」） 

平成12年８月 東北日新工機株式会社を設立（現「東北日本電産ニッシン株式会社」） 

平成13年９月 中国に現地法人「Sankyo Seiki (Shenzhen) Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO ELECTRONICS

（SHENZHEN）CORPORATION」） 

平成14年８月 中国に現地法人「Dalian Nissin Kohki Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC NISSIN（DALIAN）CORPOR

ATION」） 

平成15年10月 第三者割当増資により日本電産株式会社が筆頭株主となる。 

平成16年１月 日本電産株式会社他グループ企業5社に対し第三者割当増資を行い、日本電産株式会社の子会社

となる。 

平成16年３月 韓国に現地法人「Sankyo Seiki（Korea）Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO KOREA CORPORAT

ION」） 

 平成16年４月  香港に現地法人「Sankyo Seiki Fuzhou（H.K.）Co.,Ltd.」を設立（現「NIDEC SANKYO FUZHOU 

（H.K.）CO.,LIMITED」） 

 平成16年11月 インドネシアに現地法人「PT. NIDEC SANNKYO INDONESIA」を設立 

平成17年１月 中国に現地法人「NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATION」を設立 

平成17年３月 ベトナムに現地法人「NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION」を設立 

平成17年10月 商号を「日本電産サンキョー株式会社」に改称 

 平成17年10月 中国に現地法人「NIDEC NISSIN（DONGGUAN）CORPORATION」を設立 

 平成17年11月 ブラジルに現地法人「NIDEC SANKYO DO BRASIL LTDA.」を設立  

 平成18年１月 ベトナムに現地法人「NIDEC NISSIN VIETNAM CORPORATION」を設立  



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関連会社）は、当社、子会社27社および関連会社１社によって構成されており、

電子部品関連事業、システム機器関連事業ならびにその他（オルゴール販売、機器メンテナンスサービス等）の製

造・販売を主たる業務としています。 

 なお、当社は平成17年10月１日付けで株式会社三協精機製作所から日本電産サンキョー株式会社に社名変更しまし

た。 

 当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりです。 

 なお、このセグメント区分は、「第５ 経理の状況 1.連結財務諸表等 (1)連結財務諸表」の連結財務諸表注記

に揚げる事業の種類別セグメントをはじめ、本有価証券報告書の当連結会計年度に関する事業の種類別セグメントの

区分と同一です。 

主 要 製 品 会   社   名 

電子部品関連事業 （販売・市場調査他） 

 

ブラシ付・ブラシレス 

モーター 

当社、NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD.（注） 

NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHENZHEN) CORPORATION（注） 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHANGHA

I) CORPORATION（注） 

NIDEC SANKYO EUROPE GmbH（注） 

NIDEC SANKYO KOREA CORPORATION

（注） 

PT. NIDEC SANKYO INDONESIA 

NIDEC SANKYO DO BRASIL LTDA. 

  

家電ユニット 

当社、SCD Co.,Ltd. 

NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD.（注） 

NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHENZHEN) CORPORATION（注） 

NIDEC SANKYO AMERICA CORPORATION（注） 

NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATION 

テープレコーダー 

メカニズム等 

日本電産ピジョン㈱（注） 

NIDEC PIGEON (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

光ピックアップユニット 

当社、NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD.（注） 

NIDEC SANKYO (FUZHOU) CORPORATION （注） 

NIDEC SANKYO FUZHOU (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION 

ステッピングモーター 

当社、NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD.（注） 

NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHAOGUAN) CO.,LTD. （注） 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHENZHEN) CORPORATION （注） 

NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION 

事務機器用ユニット等 

日本電産ニッシン㈱（注）、東北日本電産ニッシン㈱（注） 

NIDEC NISSIN (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

NIDEC NISSIN TAIWAN CORPORATION（注） 

PT. NIDEC NISSIN INDONESIA（注） 

NIDEC NISSIN (DALIAN) CORPORATION（注） 

NIDEC NISSIN (DONGGUAN) CORPORATION 

NIDEC NISSIN VIETNAM CORPORATION  

部品加工 当社、NIDEC SANKYO TAIWAN CORPORATION 

システム機器関連事業 

 
磁気カードリーダー 

当社 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHENZHEN) CORPORATION（注） 

NIDEC SANKYO AMERICA CORPORATION（注） 

NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED（注） 

ロボット工作機械 当社 

その他 

 
オルゴール販売等 日本電産サンキョー商事㈱（注） 

機器メンテナンスサービス 日本電産サンキョーサービスエンジニアリング㈱（注） 



（注）当連結会計年度中に社名変更を行った子会社は以下のとおりです。 

平成17年７月１日 「Sankyo Seiki (America)Inc.」は 「NIDEC SANKYO AMERICA CORPORATION」 

平成17年８月１日 「Sankyo Seiki (Hong Kong) Co.,Ltd.」 は「NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED」 

平成17年８月１日 「Sankyo Seiki (Singapore) Pte.Ltd.」は「NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD.」 

平成17年８月２日 「Sankyo Seiki (Shenzhen) Co.,Ltd.」は     

         「NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHENZHEN) CORPORATION」                   

平成17年８月５日 「Sankyo Electronics (Shaoguan) Co.,Ltd.」 は          

         「NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHAOGUAN) CO.,LTD.」 

平成17年８月５日 「Dalian Nissin Kohki Co.,Ltd.」は「 NIDEC NISSIN (DALIAN) CORPORATION」 

平成17年８月10日 「Sankyo Seiki Fuzhou (H.K.) Co.,Ltd.」は「NIDEC SANKYO FUZHOU (H.K.) CO.,LIMITED」 

平成17年８月15日 「HK Nissin Kohki.Co.,Limited」は「NIDEC NISSIN (H.K.) CO.,LIMITED」 

平成17年８月23日 「Sankyo Seiki (Fuzhou) Co.,Ltd.」 は「NIDEC SANKYO (FUZHOU) CORPORATION」 

平成17年８月24日 「Sankyo Seiki Mfg.,(Europe) G.m.b.H」 は「NIDEC SANKYO EUROPE GmbH」 

平成17年９月２日 「Sankyo Seiki (Shanghai) Co.,Ltd.」は  

         「NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHANGHAI) CORPORATION」 

平成17年９月２日 「Taiwan Nissin Koki Co.,Ltd.」は「NIDEC NISSIN TAIWAN CORPORATION」 

平成17年９月２日 「PT.Indonesia Nissin Kohki」は「PT.NIDEC NISSIN INDONESIA」 

平成17年９月５日 「Sankyo Seiki (Korea) Co.,Ltd.」は「NIDEC SANKYO KOREA CORPORATION」 

平成17年９月８日 「Tokyo Pigeon (Hong Kong) Co., Ltd.」は「NIDEC PIGEON (H.K.) CO.,LIMITED」 

平成17年10月１日 「三協サービスエンジニアリング㈱」は「日本電産サンキョーサービスエンジニアリング㈱」 

平成17年10月１日 「日新工機㈱」は「日本電産ニッシン㈱」 

平成17年10月１日 「東北日新工機㈱」は「東北日本電産ニッシン㈱」 

平成17年10月１日 「東京ピジョン㈱」は「日本電産ピジョン㈱」 

平成17年10月１日 「三協商事㈱」は「日本電産サンキョー商事㈱」 

にそれぞれ社名変更しています。 



 以上に述べた当社グループの状況を、事業系統図によって示すと次のとおりです。 

         [ 親 会 社 ] 

（注） ◎：連結子会社 

★：非連結子会社で持分法非適用会社 

△：関連会社で持分法適用会社 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注）１．議決権の被所有割合の( )内は、間接被所有割合で内数です。 

    ２．有価証券報告書を提出しています。 

(2）連結子会社 

 （注）１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

２．上記子会社のうち、有価証券届出書または有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３．特定子会社に該当します。 

(3）持分法適用関連会社 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の被所有 
割合(％） 

関係内容 

(親会社) 

日本電産㈱ 
京都府京都市 65,648 電気機器製造・販売 

55.6 

(2.1) 
役員の兼任あり。 

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

日本電産ニッシン㈱ 長野県茅野市 1,057百万円 電子部品関連事業 57.3 

当社への部品販売。 

当社製品の購入。 

資金援助あり。 

役員の兼任あり。 

東北日本電産ニッシン㈱ 秋田県本荘市 30百万円 電子部品関連事業 57.3 役員の兼任あり。 

日本電産ピジョン㈱ 東京都板橋区 457百万円 電子部品関連事業 59.4 役員の兼任あり。 

日本電産 

サンキョー商事㈱ 
東京都中央区 90百万円 その他 100 

資金援助あり。 

役員の兼任あり。 

NIDEC SANKYO TAIWAN  

CORPORATION 
台湾高雄市 

ＮＴ＄ 

310,130千 
電子部品関連事業 100 

当社製品の製造販売。 

役員の兼任あり。 

NIDEC SANKYO  

SINGAPORE PTE.LTD. 

  

シンガポール 
Ｓ＄ 

3,247千 
電子部品関連事業 100 

当社製品の製造販売。 

資金援助あり。 

役員の兼任あり。 

NIDEC SANKYO (H.K.)  

CO.,LIMITED 

（注）3 

中国香港 
ＨＫ＄ 

59,000千 

電子部品関連事業、 

システム機器関連事業 
100 

当社製品の製造販売。 

資金援助あり。 

役員の兼任あり。 

NIDEC SANKYO  

(FUZHOU) CORPORATION  

（注）3 

中国福建省 
ＲＭＢ 

137,595千 
電子部品関連事業 100 

当社製品の製造販売。 

役員の兼任あり。 

NIDEC SANKYO FUZHOUU

(H.K.) CO.,LIMITED 

（注）3 

中国香港 
ＨＫ＄ 

228千 
電子部品関連事業 100 

当社製品の製造販売。 

役員の兼任あり。 

NIDEC SANKYO AMERICA  

CORPORATION 

アメリカ 

ニュージャージ

ー州 

ＵＳ＄ 

1,500千 

電子部品関連事業 

システム機器関連事業 
100 

当社製品の製造販売。 

役員の兼任あり。 

その他12社      

名称 住所 資本金 主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

SCD Co.,Ltd. 韓国京畿道 
ＷＯＮ 

4,375,000千 
電子部品関連事業 40.8 

当社製品の製造販売。

役員の兼任あり。 



５【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．平均年間給与（税込）は、基準外賃金および賞与を含んでいます。 

(3)労働組合の状況 

 当社グループ（当社および一部の連結子会社）におきまして労働組合が結成されています。労使関係については

良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

電子部品関連事業 15,401 

システム機器関連事業 525 

その他 52 

全社（共通） 80 

合計 16,058 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

1,245 41.1 18.2 5,971,658 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当連結会計年度における経済状況は、企業収益の改善、設備投資や個人消費の増加等を背景に景気は緩やかな回復基

調が続いております。こうした中、当社グループは前連結会計年度で構築致しました利益体質を更に強固にする為に、

新製品・新市場・新顧客の積極展開に取り組み、増収活動を強化して参りましたが、不採算製品からの撤退等もあり、

売上高は前期比3億17百万円（0.3％）減収の1,219億94百万円とほぼ前年並みとなりました。 

営業利益につきましては、小型ＤＣモーターの減収要因がありましたが、他製品での増収効果と全社的な合理化・生

産性向上活動等の改善を推進し、原価形成力・収益力アップに積極的に取り組んで参りました結果、前期比17億97百万

円増益の121億51百万円となり最高益を更新致しました。経常利益は前期比で36億54百万円増益の149億1百万円となり

ました。これは営業利益の改善に加え、営業外収益において為替差益が18億47百万円増加した事によるものです。当期

純利益は前期比で51億22百万円減益の126億72百万円となりました。この要因は、前連結会計年度に厚生年金基金解散

による退職給付引当金戻入額や役員退職慰労引当金戻入額を90億35百万円計上した事によるものであり、こうした要因

を除くと、実質では34億76百万円の大幅増益となりました。 

  

(2)分野別状況 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。 

①電子部品関連事業 

電子部品関連事業は市場価格が大幅に下落する厳しい環境下にあり、前期比15億90百万円（1.8％）減収の850億95百

万円となりました。ステッピングモーターはＰＣ・ＤＶＤレコーダー・デジタルカメラ用途向けが好調であり、前期比

21.6％の増収となりました。ホームアプライアンスユニットは、前期比7.5％の増収と堅調に売上を確保致しました。

当社グループは家電製品、住宅設備機器用ユニットをさまざまな用途に展開しておりますが、日本市場ではデジタル家

電の好調さに引っ張られた形で、冷蔵庫・洗濯機等の白物家電向けの売上を伸ばしました。また、中国市場も有望な市

場になりつつあります。光ピックアップユニットは高付加価値の記録型・ＰＣ用薄型が伸び、前期比7.2％の増収とな

りました。一方、小型ＤＣモーターは市場価格の下落に加えて、ポータブル製品の多様化（ＨＤＤ・メモリータイプ

等）が進行する状況下、新用途への展開を図りましたが、市場縮小傾向にあるビデオ用モーター等従来製品の売上減少

をカバーするには至らず、前期比41.0％の大幅減収となりました。 

利益面につきましては、営業利益では前期比21百万円減益の37億68百万円となりました。海外事業所における合理

化・生産性向上活動等を強力に推し進め、利益改善を図りましたが、小型ＤＣモーター製品の減収、光ピックアップユ

ニットの第４四半期の収益化遅れによる影響もあり、全体ではほぼ横ばいとなりました。 

②システム機器関連事業 

システム機器関連事業の売上高は前期比19億19百万円（5.9％）増収の345億68百万円となりました。大型液晶テレビ

市場は順調に拡大しつつあり、メーカー各社は大型ガラス基板を採用した新工場の建設計画が進んでおります。この状

況下、当社の液晶ガラス基板搬送用ロボットは安定搬送と高剛性・高信頼性・省エネルギーといった優位性が広く認知

され、市場における地位を確固たるものとしており、当期売上高は前期並の高水準となりました。また、シェア№１で

あるＡＴＭ機器用カードリーダーは、日本市場では、生体認証導入に伴うＩＣカード化が進み、それによるＡＴＭの更

新需要が堅調に推移しております。また、欧州市場では引き続きＩＣカード化に伴うＡＴＭ更新需要が期待されており

ます。売上高は前期比19.6％の増収となりました。 

営業利益においては、増収効果に加え、合理化・生産性向上活動等を積極的に推進したことにより、前期比17億66百

万円増益の87億64百万円となりました。 



③その他 

売上高は前期比6億46百万円（21.7％）減収の23億30百万円となりました。これは、前中間連結会計期間末におい

て、三協総合サービス株式会社の株式を日本電産総合サービス株式会社に全部売却した結果、連結対象範囲より外れた

ことおよび、オルゴール製品の減少によるものであります。営業利益においては売上高減収の影響もあり、前期比１億

1百万円減益の１億52百万円となりました。 

所在地別セグメントの業績は次のとおりです。 

①日本 

日本は、液晶ガラス基板搬送用ロボット、光ピックアップユニット、ステッピングモーターなどの製品が好調であ

りましたが、前期に三協総合サービス株式会社を連結除外した事等により、売上高は前期比0.1％減の851億25百万円と

ほぼ前年並となりました。営業利益は合理化・生産性向上等の改善により105億85百万円（前期は99億46百万円）とな

りました。 

②アジア 

アジアは、小型ＤＣモーターのポータブル製品（ＨＤＤ・メモリータイプ等)多様化、ビデオ用モーターの市場縮小

等の影響により、売上高は前期比6.9％減の313億83百万円となりました。営業利益は売上高の減収影響がありました

が、海外事業所における合理化・生産性向上等の改善により13億92百万円（前期は６億71百万円）となりました。 

③北米 

北米はカードリーダーが好調であったことに加えて、ホームアプライアンスユニットが堅調に推移しており、売上

高は前期比18.0％増の40億55百万円となりました。営業利益は５億66百万円（前期は４億41百万円）となりました。 

④欧州 

欧州はNIDEC SANKYO EUROPE GmbH の重要性が増した為、当連結会計年度より連結の範囲に加えました。売上高は14

億28百万円、営業利益は１億50百万円となりました。 

(3)キャッシュ・フロー 

当連結会計年度における現金及び現金同等物の残高は323億７百万円となり、前連結会計年度末と比較して113億93

百万円の増加となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、161億47百万円（前期は96億77百万円の獲得）となりました。これは税金等調整前

当期純利益が主な原因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、91億25百万円（前期は93億39百万円の使用）となりました。これは、有形固定資産

の取得による支出と投資有価証券の取得が主な原因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、28億71百万円（前期は62億90百万円の使用）となりました。これは短期借入金の増

加が主な原因ですが、配当金の支払額による支出によりその一部が相殺されています。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１.金額は販売価格によっています。 

２.上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(2）受注状況 

 当連結会計年度における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

 （注）１.金額は販売価格によっています。 

２.上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

（注）１.上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

電子部品関連事業 84,923 97.8 

システム機器関連事業 34,982 107.7 

その他 254 95.2 

合計 120,160 100.5 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比（％）
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％）

電子部品関連事業 84,868 98.8 6,197 96.6 

システム機器関連事業 37,125 121.2 11,443 129.0 

その他 2,362 79.2 61 203.6 

合計 124,356 104.0 17,702 115.6 

事業の種類別セグメントの名称 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

電子部品関連事業 85,095 98.2 

システム機器関連事業 34,568 105.9 

その他 2,330 78.3 

合計 121,994 99.7 



３【対処すべき課題】 

(1)売上拡大対策の実施 

 現有製品の再強化による売上拡大に加えて、新製品・新市場・新顧客への徹底展開を行い、積極的な増収活動に

取り組んで参ります。 

(2)収益力アップ対策の実施 

 利益体質をより強固なものとし、更に高める為に、全社一丸となって、製品設計の基本的な見直し・内製化推進

によるコスト構造改革と経費支出の徹底的な見直しを行い、原価低減活動に取り組んで参ります。 

(3)スピードアップ対策の実施 

 全ての場面においてスピードを上げる為に、開発・生産・販売の同期化を確立し市場対応のスピードを飛躍的に

向上させ、お客様のご要望に応えられるよう取り組んで参ります。 

(4)環境対策の実施 

 グローバルに展開している企業グループとして、環境対策への取り組みは重要な課題であり、海外の現地法人を

含め、積極的に取り組んで参ります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものです。  

(1)特定の市場への高い依存度について 

 当社グループの小型モーターと光ピックアップはコンピューターシステムへの使用が中心であり、当該製品の売上

高の多くは、当業界向けの売上高に依存しています。当社グループは製品の多様化を図り、デジタルカメラやＤＶ

Ｄ、家庭用娯楽機器等の新市場向け製品の開発に取り組んでいますが、コンピューターやコンピューター周辺機器の

市場が低迷した場合や急激な価格の下落があった場合に売上高が大幅に減少する可能性があります。 

 当社グループのロボット事業製品は、液晶ディスプレイ用ガラス基板搬送用用途が大部分を占めています。また、

当社グループのカードリーダー事業製品は、ＡＴＭ（自動現金支払機）用途が大部分を占めており、これらの業界が

設備投資額を抑制した場合や市場が当社グループが予測したほど成長しなかった場合に売上高が大幅に減少する可能

性があります。 

(2)特定顧客への高い依存度について 

 当社グループのロボット、カードリーダー、光ピックアップは売上高が特定顧客に集中しています。これらの顧客

が競争力を失い、シェアを奪われたり、事業の縮小や事業の撤退、売却等を行った場合、あるいは、複数購買により

当社のシェアを減少させた場合、売上高が大幅に減少する可能性があります。 

(3)競合について  

 当社グループの光ピックアップ事業製品は、ライフサイクルが短く当社グループでは常に2～3世代先までを想定し

て開発を進めていますが、この分野の高倍速化、高容量化ニーズに追随できなかった場合や品質対応に支障をきた

した場合、シェアを奪われる可能性があります。 

 当社グループのロボット事業製品は、材料となるガラス基盤の大型化が進んでおり、当社グループではこの大型ガ

ラス基盤の搬送に最適な新製品を開発し量産へ投入していますが、当社グループが次世代用の製品開発に失敗した

り、顧客の生産ラインにおいて品質問題が発生した場合や、ロボットに替わる新たな搬送装置の市場投入等があっ

た場合、シェアを奪われる可能性があります。また、当社グループのカードリーダー事業製品は、ＢＲＩＣｓでの

需要が伸びているなか、欧米ＡＴＭメーカーとの競争が激化し、ＡＴＭ価格が下落しています。カードリーダー価

格競争も厳しくなってきており、競合メーカーが想定以上の安値オファーをかけてきた場合、シェアを奪われる可

能性があります。 



(4)信用リスク 

 当社グループは、売掛債権について、取引先の経営状況に応じた与信枠を設定し与信管理を行い、不良債権の発生

防止に努めていますが、当社グループの取引先の与信不安により予期せぬ貸倒れリスクが発生し、損失や引当金の計

上が必要となる場合に当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(5)新製品の開発リスク 

 当社グループは、モーター技術に光ピックアップ技術を取り込んだレンズアクチュエータで、急成長分野である携

帯電話機市場への参入を計画し、将来的には、当社グループの売上の10％以上を占める商品となるよう、製品開発を

進めています。その他に、当社が長年市場をリードしてきた高級デジタル複写機市場向けエアー動圧モーターの代替

製品となる廉価かつ斬新な軸受を開発し、複写機市場におけるプレゼンスを拡大する考えであります。これらの製品

は新規性が高いため、当社グループのみならず、顧客の製品開発が遅れる可能性があり、その場合目標とする売上高

の達成ができない可能性があります。 

 また、用途が限定されているロボットやカードリーダーにおいては、新しい用途に適合する開発を推し進めていま

すが、開発の遅れやコスト低減が予定どおりに進まなかった場合には、売上増加が鈍化する可能性があります。 

(6)海外事業の高い依存度について 

 当社グループは、製品の大部分を、中国、インドネシアなどで製造しています。これらの国々は、経済、社会が依

然として発展途上にあり、数々の不確定要素が存在します。これらの国々の政治、社会そして経済状況のもとでは、

当社グループの製品を効果的に製造し続けることができるかどうか定かではありません。経済的、法的規制や制限を

課される可能性もあります。 

 発展途上諸国における海外生産の依存および国際経営活動は、下記に述べるような外国取引に関する数々のリスク

を当社グループにもたらす可能性があります。 

・外国市場における関係産業の経済の景気悪化または沈滞 

・国際通貨の変動 

・労働争議の発生や労働条件の悪化 

・政治不安 

・貿易制限や関税の変化 

・人材の配属と国際経営活動に関する問題 

・一般的に長い債権回収期間 

・新しい法律または規定の予想しなかった変化または負担 

・不利になる恐れのある税金 

(7)環境規制にかかるリスク 

 当社グループの運営は、シンガポール、日本、米国、ＥＵなどの当社グループの製造施設等がある国々で環境法に

よる規制の対象となっています。 

 これらの規制は将来更に厳しくなるかも知れません。その場合、予想される資本的支出および改善処置に必要な費

用が、財務状況に大きな負担をおよぼす可能性があります。 

(8)知的財産権について 

 当社グループの技術は、ある程度特許により保護されていますが、この保護は特許以外にも企業秘密、著作権、商

標、他社との契約等に依存しています。 

 当社グループは、第三者から特許権などの知的所有権に基づく利権侵害の申し立てを受ける可能性があります。そ

の結果として、将来当社グループが実施料や損害賠償金の支払いを命じられたりする可能性があります。また、第三

者の利権行使によって当社グループのビジネスの継続的な見通しが妨げられ、実質、当社グループのビジネス、財務

状況、運営結果に不利な影響を与える可能性があります。更にこれらに対抗するための多大なコストが発生するかも

しれません。 

  当社グループは、グループの固有技術を特許権などの知的財産権で保護すべく、知的財産権を保有しかつ継続的に

知的財産権の取得申請を行っていますが、出願が権利として認可されなかったり、当社グループが既に保有している

知的財産権が無効になったりした場合、知的財産権の実施や権利行使が困難になる場合があります。 

 また、第三者に対してこれら知的財産権を行使しようとしても、回避設計されたりした場合には、権利行使できな

いかもしれません。その場合事業的優位が保てなくなる可能性があります。 

 当社グループが製品を製造および販売している諸外国においても、知的財産権を保有しかつ継続的に知的財産権の

取得申請を行っていますが、法制度などの違いにより、これらの諸外国では日本や米国と同等な保護が必ずしも受け

られない可能性があります。 



(9)為替リスク 

 当社グループの輸出売上の大部分は米国ドル建てとなっています。その結果、米国ドルに対する円を始めとする現

地通貨の上昇は一般的に、当社グループの営業利益と純利益にマイナス影響をおよぼすものであります。このリスク

を緩和するため、最近では収入の通貨と支出の通貨を合わせることによる外貨収入の一部埋め合わせを行ったり、余

剰の米国ドル資金ポジションを現地通貨に変換するなどしてリスクにさらされる部分の縮小に努めていますが、それ

でもなお、当社グループは為替リスクにさらされています。 

(10)減損会計導入によるリスク 

 当社グループは減損会計基準適用にあたり、当社グループが所有する固定資産のうち、将来キャッシュ・フローが

十分に見込めない資産または資産グループが存在すると判定し、減損を認識せざるを得ない場合、当社グループの業

績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(11)製品の欠陥について 

 当社グループは厳正な品質管理基準に従って製品を製造および販売しています。しかし、すべての製品について欠

陥がなく将来重大な市場クレーム等が発生しないという保証はありません。また、製造物責任賠償保険に加入してい

ますが、この保険が最終的に負担する賠償額を十分カバーできるという保証はなく、さらに引き続き当社グループが

このような保険に許容できる条件で加入できるとは限りません。大規模な市場クレームや製造物責任賠償に繋がるよ

うな製品の欠陥は訴訟問題や多額のコスト負担に加え、当社グループの社会的信用に重大な影響を与え延いては売上

の減少を招き、当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(12)材料調達の変動リスク 

 当社グループの原材料の調達は、複数のメーカーから購入しており、安定的な原材料の確保と最適な販売価格の維

持に努めています。しかし、原油価格の高騰や急激な需要増加により、一時的に需給バランスが崩れる懸念がありま

す。そのような場合、顧客との交渉を通じ対応しますが、材料調達が極めて困難になった場合や、材料購入価格が著

しく上昇した場合のコスト上昇分の回収が出来ない場合は、当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能

性があります。 

(13)第三者供給先のリスク 

 当社グループは材料や部品の一部を外部の供給元に依存しています。部品の内製化を進めていますが、もし当社グ

ループにおいてこれらの材料のいくつかが供給元の都合で入手不能もしくは、入手量の制限を受けて、替わりの供給

元を見つけられない場合、当社グループの生産能力が制限され、この期間がかなりの長期間になれば、当社グループ

の業績と財務状況に悪影響をおよぼす可能性があります。 

(14)事故・災害のリスク  

  当社グループの研究開発、購買、製造、物流、販売およびサービスの拠点は世界に展開されており、予測不可能

な自然災害、コンピュータウイルス、テロ等によって引き起こされる事故・災害等により損害を受ける可能性があり

ます。有事の際は、危機管理対策本部を設け損害を最小限に留める対策を講じることとしていますが、想定外の大規

模な事故・災害等についてはその損害を免れず、生産停止等により、当社グループの業績と財務状況に悪影響をおよ

ぼす可能性があります。 

(15)有資格者の採用・保持のリスク  

当社グループのビジネスを効果的に継続するために有資格者を採用し、保持する必要があります。  

 当社グループのビジネスは、その多くの差し替えが非常に困難な上層部経営者、エンジニア、そしてその他技術者

の継続的な雇用に依存しています。当社グループの現在の市場地位を維持し、将来の成長をサポートするため、当社

グループは大多数の高度なスキルを持つ管理者、エンジニア製造者、営業マン、マーケティング、サポート、管理担

当者の追加雇用、育成、そして保持する必要があります。世界的にそのような人材の獲得競争は極めて激しく、当社

グループがこのような追加人材を引きつけ、そして維持することが困難になる可能性があります。  



５【経営上の重要な契約等】 

(1）提出会社 

①業務提携契約 

当社は、キヤノン株式会社とＯＡ・事務機器等の分野での業務提携契約を締結しています。 

②技術受入契約 

 （注） 上記についてはロイヤルティーとして売上高の一定率を支払っています。 

③技術援助契約 

 （注） 上記についてはロイヤルティーとして一定額を受けとっています。 

(2）連結子会社 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、情報技術を活用し、産業の変化や急激な技術革新を先取りした製品を開発して経営基盤の安定化を

図るとともに、環境に配慮し、社会貢献を理念とした製品開発・研究活動に積極的に取り組んでいます。 

 また、日本電産グループの一員として、研究開発にあっても、さらに積極的な活動を展開するとともに日本電産グル

ープ内でも技術については、お互いに競争しながら、時には協業、相乗効果を狙い活動を推進中です。 

 研究開発活動の内容としては、当社グループの保有するファインメカトロニクス、ソフト（ファーム）ウェアを融合

させたインテリジェントメカニズム製品の開発を超精密加工技術の開発と合わせ、マルチメディア関連機器・コンピュ

ータ等情報周辺機器・産業用ロボット・家電製品・住宅設備機器の各分野にわたり研究開発活動を行っています。 

 具体的な開発商品は、電子部品関連事業では、高速・高容量の記録再生対応の光ピックアップ、およびディスクドラ

イブモーター・ステッピングモーターに重点をおいて製品の開発を行っていますが、当社グループの光ピックアップは

日々拡大する高速／高容量化する技術革新に追従すると同時に、急拡大する生産に対応した量産性確保の技術開発も重

要な位置付けです。ステッピングモーターは、デジタルカメラの小型化市場への先駆者として開発貢献していますが、

携帯電話カメラ用として量産を開始しました。 

 システム機器関連事業では、カードリーダ技術を応用した、各種カードメデイアに対する周辺機器の積極的開発を行

う一方、日々大型化展開される液晶基板搬送ロボットについては、第８世代基板対応まで開発展開中です。 

 また、家電、住宅設備用各種製品のコアアクチュエータでは、顧客の新モデルニーズに合致した小型モータユニット

を開発推進中です。 

 当社の研究開発活動は製品の格差化技術として必要な要素技術・加工技術・設備開発を積極的に行うために、製品群

の技術部門に加えて、本社共通組織として、ナノテクノロジーの応用開発を推進するための長野技術開発研究所を設置

し、特に、光学部品の開発を強力に推進し、新たな携帯電話向け光学アクチュエーター製品の開発を進めています。 

当連結会計年度における研究開発活動の成果として開発された製品の主なものは、以下のとおりです。 

１．電子部品関連事業 

ＩＴ関連製品、ＡＶ製品、家電製品および住宅設備機器の分野では現有製品の収益力向上に向けて、合理化モデル

をはじめ、静音化に対応した製品開発を行っています。 

(１)冷蔵庫ドアクローザユニット 

(２)エアコン用ルーバ駆動、グリル駆動ユニット 

(３)サニタリー用電動ユニット（米国用発電ユニット） 

(４)デジタルカメラ／携帯電話カメラ用超小型ステッピングモーター（ボビンレス） 

契約会社名 相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

日本電産サンキョ

ー株式会社（当

社） 

三菱電機株式会社 日本 光ピックアップ 

工業所有権 

（商標権を除く）の実

施権の設定 

平成11年３月２日から 

平成21年11月２日まで 

日本電産サンキョ

ー株式会社（当

社） 

オリンパス光学工

業株式会社 
日本 光ピックアップ 

工業所有権 

（商標権を除く）の実

施権の設定 

平成12年９月20日から 

平成19年２月28日まで 

相手方の名称 国名 契約品目 契約内容 契約期間 

日本電産株式会社 日本 流体動圧軸受  特許実施許諾 
平成16年４月１日から 

平成21年３月31日まで 



(５)携帯電話カメラ用小型ムービングコイル オートフォーカスアクチュエータ（当社独自磁気回路：ＰＡＴ出願済

み。） 

(６)大型プロジェクションＴＶ対応エアー軸受けモーター 

(７)車載用ブラシ付薄型ＣＤ・ＤＶＤ搭載スピンドルモーター 

(８)新たな事業展開として、超小型フオーカシングレンズアクチュエータユニットを開発し、携帯電話市場等への参

入に取り組んでいます。 

光ディスクドライブ製品の分野では、高速回転モーターと、ＤＶＤ－Ｐ、ＤＶＤ－Ｗ（Ｈ／ＨおよびＳＬＩＭ）、

コンボ（Ｈ／ＨおよびＳＬＩＭ）、Ｂｌｕ－ｒａｙ／ＨＤ－ＤＶＤ等の記録用光ピックアップを積極的に製品開発

しています。 

(１)ＤＶＤプレーヤー用光ピックアップ合理化モデル 

(２)52倍速記録ＣＤ－Ｒ、40倍速CD-RW、16倍速再生ＤＶＤ－ＲＯＭ用複合光ピックアップ（コンボ用ピックアッ

プ）合理化モデル 

(３)24倍速記録ＣＤ－Ｒ／ＲＷ、８倍速再生ＤＶＤ－ＲＯＭ用薄型複合光ピックアップ（コンボスリム用ピックアッ

プ）合理化モデル 

(４)８倍速記録ＤＶＤ±Ｒ／ＲＷ、24倍速記録ＣＤ－ＲＯＭ用薄型複合光ピックアップ（ＤＶＤ－Ｗスリム用ピック

アップ） 

(５)スリムＤＶＤ再生光ピックアップ搭載トラバースメカユニット 

(６)ウルトラスリムタイプ光ピックアップ（コンボ、ＤＶＤ－Ｗ） 

(７)Ｂｌｕ－ｒａｙ／ＨＤ－ＤＶＤ用複合光ピックアップ 

(８)ＤＶＤ－Ｒ／ＲＷ、ＣＤ-Ｒ／ＲＷハーフハイト用スピンドルモーター 

(９)ＤＶＤ－Ｒ／ＲＷ、ＣＤ-Ｒ／ＲＷ用薄型スピンドルモーター 

(10)超薄型ＤＶＤ用小判型ステッピングモーター 

(11)ＣＡＲ－ＤＶＤ用ステッピングモーターユニット 

(12)Ｂｌｕ－ｒａｙ ＤＶＤ用コリメータレンズ駆動ステッピングモーター  

(13)レーザープリンタとデジタル複写機用高速ＯＩＬ動圧モーター 

(14)高精度光学部品 

２．システム機器関連事業 

大手システムメーカーのＯＥＭとしての金融端末関連機器、液晶製造装置用のロボット、コアパーツ（各種センサ

ー、アクチュエーター）を、ソリューションの提供をテーマとして開発しています。 

(１)ＡＴＭ次々世代用カードリーダー（カスタム品開発） 

(２)レシートプリンター 

(３)小切手・免許証・パスポートスキャナーリーダー 

(４)鉄道用発券機 

(５)カードプリンター 

(６)複数ホッパーカード発行機 

(７)世界最大級液晶大型基板（第８世代）対応ロボット 

(８)省エネ・省スペース生産設備（“デスクトップファクトリー”:小型洗浄機、小型パーティクルモニター）  

(９)真空環境対応 搬送ロボット 

３．その他 

当社グループのルーツであるオルゴール製品の個別顧客対応等の展開をしています。 

 当連結会計年度における、グループ全体の研究開発費の総額は4,753百万円です。(当社グループの製品は多種多

様であり、事業の種類別に研究開発費の金額を表示することが困難なため、記載を省略しています。) 

なお、当連結会計年度末における工業所有権の保有件数は、771件です。 

１．電子部品関連事業      467件 

２．システム機器関連事業    289件 

３．その他           15件 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

本文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1)重要な会計方針及び見積もり 

 当社の連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されています。この

連結財務諸表の作成におきまして、連結決算日における資産・負債の金額と連結会計年度の収益と費用に影響を及ぼす

見積もり・判断・仮定が必要となります。これらの実際の結果は見積もり・判断・仮定と異なる場合があります。 

 もし会計上の見積もりが行われる時点で高い不確実性に対する見積もりを作成しなければならない場合、その会計上

の見積もりは、直近の会計期間にて合理的に見積もった見積もりや、該当する発生期間において合理的に見積もられる

ような場合と異なり、財政状態やその変化、経営成績に重要な影響を与えると予想されます。 

 当社グループは特に以下の重要な会計方針が、当社の連結財務諸表の作成において使用される当社の重要な判断と見

積もりに大きな影響を及ぼすと認識しています。 

①たな卸資産 

 たな卸資産は、当社の連結財務諸表において低価法により評価されています。当社グループは販売傾向と需要予

測、技術革新等により変化する、たな卸資産の市場価値を定期的に評価しています。予期しない市場価格の下落、需

要の変化あるいは生産ロケーションの変更の結果、たな卸資産評価損を追加認識しなければならない可能性がありま

す。 

②貸倒引当金 

 当社グループは、一般債権を貸倒れ損失の実績値で評価し貸倒引当金を計上しています。それに加え、回収不能と

みなされた特定の顧客の債権に対して個別で引当金を計上しています。当社グループは顧客の財政状態の変化と回収

期限切れの債権の状況をもとに、これら特定の債権に対する引当金計上の必要性を判断しています。顧客の財政状態

が悪化し、その支払能力が低下した場合、追加引当が必要となる可能性があります。 

③繰延税金資産 

 当社グループは適正な法人税等および法人税等調整額を計上しています。また、繰延税金資産に関しては将来の回

収可能性を十分に検討し回収可能な額を計上しています。この繰延税金資産については、実現の可能性が高いと考え

られる金額へ減額するために評価性引当金を計上しています。評価性引当金の必要性を評価するにあたっては、将来

の課税所得および、慎重で実現の可能性が高い継続的な税務計画を検討しますが、純繰延資産の全部または一部を将

来実現できないと判断した場合は、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を費用として計上し、計上金額の

純額を上回る繰延税金資産を今後実現が可能と判断した場合は、当該判断を行った期間に繰延税金資産の調整額を利

益計上する可能性があります。 

(2)当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループは前連結会計年度で構築致しました利益体質を更に強固にする為に、新製品・新市場・新顧客の積極

展開に取り組み、増収活動を強化して参りましたが、不採算製品からの撤退等もあり、売上高は前期比３億17百万円

（0.3％）減収の1,219億94百万円とほぼ前年並みとなりました。 

 営業利益につきましては、小型ＤＣモーターの減収要因がありましたが、他製品での増収効果と全社的な合理化・

生産性向上活動等の改善を推進し、原価形成力・収益力アップに積極的に取り組んで参りました結果、前期比17億97

百万円増益の121億51百万円となり最高益を更新致しました。経常利益は前期比で36億54百万円増益の149億１百万円

となりました。これは営業利益の改善に加え、営業外収益において為替差益が18億47百万円増加した事によるもので

す。当期純利益は前期比で51億22百万円減益の126億72百万円となりました。この要因は、前連結会計年度に厚生年金

基金解散による退職給付引当金戻入額や役員退職慰労引当金戻入額を90億35百万円計上した事によるものであり、こ

うした要因を除くと、実質では34億76百万円の大幅増益となりました。 

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

 国際経済は不安定な推移をしており、当社グループを取り巻く事業環境も厳しい状況が続いております。製品販売価

格の更なる下落、原油・原材料の価格上昇が続く一方、全ての場面において市場要求スピードは高まっております。特

に、このような環境下、当社グループ製品の中でも、特に光ピックアップユニットが市場価格に対応した製品開発やコ

スト削減が計画どおり進まなかった場合、製品開発の難しい高付加価値製品の開発を余儀なくされ、それに追随できな

かった場合、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、中国での生産比率が高まっており、人民元

高リスク等による経営成績への影響が懸念されます。 



(4)経営戦略の現状と見通し 

 当社グループは、日本電産グループの一員となったことにより、過去の経営戦略を抜本的に見直しグループシナジ

ー効果を最大限発揮できる経営戦略を展開しています。 

 前年に引き続き、経営資源を、新製品・新市場・新顧客の開拓に積極的に投下し、収益の拡大を最優先課題として

事業を展開して参ります。また、強固な利益体質を確立するために部材調達費の削減など徹底したコスト削減施策を

展開して参ります。 

 さらに、全員が顧客第一主義を貫き、徹底したスピードで顧客の要求に応え、グローバルマーケットの変化に追随

できるスピード体制の確立を進めて参ります。  

 新たな事業としては、当社が保有する超精密加工技術を用い部品加工分野へ進出していますが、その事業を外部市

場へ展開し収益拡大と事業拡大を進めて参ります。 

 各製品における当社取り組みの考え方につきましては、小型モーターは、成長市場であるステッピングモーターの拡

販を進めることに加え、携帯電話用途で独自開発のレンズアクチュエーターを積極的に拡販し、主力製品へと育てて参

ります。ホームアプライアンスユニットにつきましては、当社独自の技術を融合させた提案型営業を積極的に展開し、

需要の掘り起こしを図ると共に、海外への展開、欧米市場に加え、特にＢＲＩＣｓ市場の開拓を積極的に進めて参りま

す。カードリーダーにつきましては、市場での圧倒的な優位性を生かし、今後成長が見込まれる新市場についても積極

的に拡販を進めて参ります。液晶ガラス基盤搬送用ロボットにつきましては大型液晶テレビ市場が順調に拡大しつつあ

り、2006年以降も活発な投資・生産規模の拡大が予想されております。これに加えて、クリーン度クラス１のウェハー

ハンドリングロボット、真空内ハンドリングロボット等をラインナップしクリーンルームでの搬送ニーズに高品質でお

応えし更なる事業拡大を図って参ります。光ピックアップユニットにつきましては、市場規模は引き続き拡大基調にあ

ると見ており、当社はコンボハーフハイトで培った実績をベースにコンボスリムおよびＤＶＤ記録系への展開を図って

参ります。又、今年度は昨年より取り組んでおります収益性改善活動を更にスピードアップして参ります。具体的に

は、テーマを厳選した上で開発リソースの集中を行ない、顧客満足度を高めた新製品を投入して参ります。 

(5)資本の財源および資金の流動性についての分析 

①当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況 

 営業活動の結果得られた資金は161億47百万円（対前期比64億69百万円の資金増加）となりました。これは、当連

結会計年度に、前年に引き続き行った全社的な合理化・経費削減等の改善施策や、新製品・新市場・新顧客の積極展

開に取り組み,増収活動を強化したことによる税金等調整前当期純利益が153億41百万円（前連結会計年度は199億2百

万円で厚生年金基金解散益等を含む）が主な内容です。 

 投資活動の結果使用した資金は、91億25百万円（対前期比2億14百万円の資金増加）となりました。これは、当連

結会計年度に顧客との関係強化のための投資有価証券の購入15億35百万円および増産対応のための有形固定資産を取

得したことによる92億21百万円（前連結会計年度は108億20百万円の取得）が主たる内容ですが、有形固定資産売却

による収入8億62百万円、投資有価証券売却による収入6億22百万円等によりその一部が相殺されています。 

 財務活動の結果得られた資金は、28億71百万円（対前期比91億61百万円の資金増加）となりました。これは、当連

結会計年度に実施した為替リスクへッジによる短期借入金の増加額46億61百万円が主たる内容ですが、配当金の支払

額による支出14億32百万円によりその一部が相殺されています。 

②資金需要及び財務政策 

 当社グループでは、今後もグローバルな市場へ製品を販売していくため、主に日本での研究開発は不可欠であると

考えており、そのための研究開発、事業投資を今後も続けます。当社グループは引き続き財務の健全性を保ち、営業

活動によりキャッシュ・フローを生み出すことによって、当社グループの成長に必要な資金調達が可能と考えていま

す。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループは、長期的に成長が期待できる製品分野および研究開発分野に重点を置き、急速な技術革新や販売競

争の激化に対応するため、生産の省力化、合理化および製品の増産対応のための投資を行っています。 

 当連結会計年度の有形固定資産に対する設備投資の内訳は、次のとおりです。なお、金額には消費税等は含まれて

いません。 

 電子部品関連事業においては、光ピックアップユニット、マイクロモーター、ステッピングモーター、家電ユニッ

トの増産・更新・合理化を目的とした設備・金型を中心に投資を実施しました。 

 システム機器関連事業においては、磁気カードリーダー、液晶ガラス基盤搬送用ロボットの増産・更新・合理化を

目的とした設備を中心に投資を実施しました。 

 なお、全社の投資の主な内容は、厚生施設（独身寮）の取得893百万円です。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりです。 

(1）提出会社 

事業の種類別セグメントの名称 

前連結事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（百万円） 

当連結事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

前年同期比(％) 

電子部品関連事業 7,957 7,038 88.5 

システム機器関連事業 438 428 97.6 

その他 5 15 276.6 

全社（共通） 4,543 1,154 25.4 

合計 12,945 8,636 66.7 

  （平成18年３月31日現在）

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

本社・下諏訪事業所 

(長野県諏訪郡下諏訪町) 

(注2)(注3) 

全社 

システム機器 

関連事業 

統括業務施設

および研究開

発用設備 

磁気カードリ

ーダー等の製

造設備 

1,716 516 
2,827 

(51,132) 
977 6,037 648 

伊那事業所 

(長野県伊那市) 

(注2) 

システム機器 

関連事業 

産業用機械等

の製造設備 
637 29 

1,006 

(50,267) 
75 1,749 159 

駒ヶ根事業所 

(長野県駒ヶ根市) 

(注2) 

電子部品関連

事業 

部品加工等の

製造設備 
775 831 

732 

(45,085) 
281 2,622 336 

東京支社 

(東京都品川区) 

(注3) 

全社(販売およ

び管理業務) 
販売業務施設 3 － － 2 6 84 



(2)国内子会社 

(3)在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具・器具及び備品および建設仮勘定の合計です。なお、金額には消費税等

は含まれていません。 

２．貸与中の建物37百万円、機械装置319百万円、工具・器具及び備品107百万円を含んでおり、主に協力工場に

貸与されています。 

３．建物、機械装置及び運搬具、土地、工具・器具及び備品の一部を賃借しています。年間賃借料は754百万円

です。賃借している土地の面積については、 [ ] で外書きしています。 

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 

建物及び 
構築物 
（百万円） 

機械装置 
及び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

日本電産 

ニッシン㈱ 

(注3) 

本社 

(長野県 

 茅野市) 

電子部品 

関連事業 

事務機器用

ユニット等

の製造設備 

933 596 
963 

(30,248) 
461 2,955 342 

  （平成18年３月31日現在）

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
(人) 

建物及び 
構築物 
（百万円）

機械装置 
及び運搬具 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

NIDEC SANKYO 

(H.K.) CO., 

LIMITED 

(注3) 

本社 

(中国香港) 

電子部品関

連事業およ

びシステム

機器関連事

業 

マイクロモ

ーター等の

製造設備 

217 2,286 

－ 

[83,670] 

617 3,121 71 

NIDEC SANKYO  

TAIWAN  

CORPORATION 

(注3) 

本社 

(台湾 

高雄市) 

電子部品関

連事業 

部品加工等

の製造設備 
60 238 

－ 

[9,014] 

35 333 243 

NIDEC SANKYO 

AMERICA  

CORPORATION 

(注3) 

本社 

(アメリカ 

ニュージャ

ージー州) 

電子部品関

連事業およ

びシステム

機器関連事

業 

タイムスイ

ッチ等の製

造設備 

107 148 

11 

(20,000) 

1 270 86 

NIDEC SANKYO 

ELECTRONICS 

(SHAOGUAN) 

CO.,LTD. 

本社 

(中国 

広東省) 

電子部品関

連事業 

ステッピン

グモーター

等の製造設

備 

122 82 

－ 

[37,181] 

1 206 1,573 

NIDEC SANKYO 

(FUZHOU) 

CORPORATION 

(注3) 

本社 

(中国 

福建省) 

電子部品関

連事業 

光ピックア

ップユニッ

ト等の製造

設備 

－ 3,027 

－ 

[27,799] 

258 3,286 7,965 

NIDEC NISSIN 

TAIWAN  

CORPORATION 

(注3) 

本社 

(台湾 

台北市) 

電子部品関

連事業 

事務機器用

ユニット等

の製造設備 

228 315 
204 

(7,705) 
39 788 115 

NIDEC NISSIN

(H.K.) 

CO.,LIMITED 

(注3) 

本社 

(中国香港) 

電子部品関

連事業 

事務機器用

ユニット等

の製造設備 

25 585 

－ 

[11,730] 

0 611 846 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セグメン
トの名称 

設備の内容 
リース料 
（百万円） 

日本電産ニッシン㈱ 
本社 

(長野県茅野市) 
電子部品関連事業 

事務機器用ユニット等の製

造設備 
306 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループ（当社および連結子会社）は、多種多様な事業を国内外で行っており、期末時点ではその設備の新

設・拡充の計画を個々のプロジェクトごとに決定していません。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開

示する方法によっています。 

 当連結会計年度後１年間の設備投資計画（新設・拡充）は、8,605 百万円であり、主として新製品の生産対応およ

び新機種開発、増産、合理化を目的としたものであり、事業の種類別セグメントごとの内訳は次のとおりです。 

 （注）金額には消費税等は含まれていません。 

事業の種類別セグメントの名称 
平成18年３月末 
計画金額 
（百万円） 

設備等の主な内容・目的 資金調達方法 

 電子部品関連事業 5,977 

ステッピングモーター、家電ユニット、マイ

クロモーター、光ピックアップユニットの新

機種、増産、更新用設備  

自己資金 

システム機器関連事業  2,507 

液晶ガラス基盤搬送用ロボットの新工場およ

び土地、システム機器の増産、新機種、更新

用設備  

同上  

その他  26 オルゴールの更新設備  同上  

全社(共通)  95 厚生施設等の改修等  同上  

合計 8,605   



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

（注）１.資本準備金の減少は欠損てん補によるものです。 

２.第三者割当 

３.第三者割当 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 400,000,000 

計 400,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月20日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 191,107,628 191,107,628 
東京証券取引所市場

第１部 
－ 

計 191,107,628 191,107,628 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成15年６月27日 

欠損金のてん補(注１) 
－ 87,311,591 － 16,575 △9,012 9,588 

平成15年10月１日 

第三者割当増資(注２) 
57,800,000 145,111,591 6,242 22,817 6,242 15,831 

平成16年１月31日 

第三者割当増資(注３) 
30,000,000 175,111,591 7,710 30,527 7,680 23,511 

平成15年10月１日 

～平成16年３月26日 

転換社債の株式への転

換による増加 

15,996,037 191,107,628 4,742 35,270 4,726 28,237 

平成16年６月21日 

欠損金のてん補(注１) 
－ 191,107,628 － 35,270 △28,237 － 

割当先 日本電産㈱ 57,800,000 株 

発行価額  216 円 

資本組入額  108 円 

割当先 日本電産㈱ 25,000,000 株 

 日本電産コパル㈱ 2,000,000 株 

 日本電産トーソク㈱ 1,000,000 株 

 日本電産シバウラ㈱ 1,000,000 株 

 日本電産コパル電子㈱ 500,000 株 

 日本電産シンポ㈱ 500,000 株 

発行価額  513 円 

資本組入額  257 円 



(4）【所有者別状況】 

 （注）自己株式229,633 株は、「個人その他」に229 単元および「単元未満株式の状況」に633 株を含めて記載してい

ます。 

  

(5）【大株主の状況】 

                                            平成18年３月31日現在

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株

式の状況 

（株） 
政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法

人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 51 35 264 138 1 7,147 7,636 － 

所有株式数（単元） － 39,052 912 111,216 20,349 1 18,915 190,445 662,628 

所有株式数の割合

（％） 
－ 20.51 0.48 58.39 10.69 0.00 9.93 100.00 － 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合
(％) 

日本電産株式会社 京都府京都市南区久世殿城町338番地 101,829 53.28 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11-３ 9,730 5.09 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８-11 5,871 3.07 

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所字岡田178－８ 4,212 2.20 

ソニー生命保険株式会社 東京都港区南青山１丁目１-１ 4,133 2.16 

みずほ信託退職給付信託キヤノン口再信託

受託者資産管理サービス信託 

東京都中央区晴海１丁目８－12  晴海アイラ

ンドトリトンスクエアオフィスタワーＺ棟 
3,710 1.94 

ザチエースマンハツタンバンクエヌエイ 

ロンドンエスエルオムニバスアカウント 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON EC2P 

2HD,ENGLAND  
3,295 1.72 

永守 重信 京都府京都市 2,252 1.18 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（信託口） 東京都千代田区丸の内１丁目4-5 2,241 1.17 

日本電産コパル株式会社 東京都板橋区志村２丁目18-10 2,000 1.05 

計 139,273 72.88 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の失念株式が7,000株が含まれています。 

なお、「議決権の数」欄には、この株式に係る議決権（7個）の個数は含まれていません。 

②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 229,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 190,216,000 190,209 － 

単元未満株式 普通株式 662,628 － 
１単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数   191,107,628 － － 

総株主の議決権    － 190,209 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電産サンキョー㈱  
長野県諏訪郡 

下諏訪町5329 
229,000 － 229,000 0.1 

計 － 229,000 － 229,000 0.1 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

  該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

  該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

  該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

  該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は当社を取り巻く利害関係者と良好な関係を長期に亘り構築し、社会に貢献しながら発展していきたいと考え

ています。とりわけ株主には、安定した配当を継続的に実施したいと考えますが、一方で経営成績に応じた弾力的な

配当を実施することも肝要であると考えており、それらを総合的に勘案した上で株主に利益還元を行ないたいと考え

ています。 

 当期の配当につきましては、上記方針に基づき当期は中間配当（１株当たり2.5円）と合わせ、１株当たり7.5円の

配当を実施することを決定しました。この結果当期の配当性向は11.3％となりました。 

 また、内部留保資金につきましては、将来、当社が更に成長をするための開発研究・設備投資などに充当して参り

ます。 

 なお、第82期の中間配当についての取締役会決議は 平成17年10月28日に行っています。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

回次 第78期 第79期 第80期 第81期 第82期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 608 428 1,030 1,160 2,380 

最低（円） 260 130 165 851 878 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 1,296 1,774 1,957 2,365 2,380 1,844 

最低（円） 1,062 1,323 1,695 1,980 1,602 1,580 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

代表 

取締役 

会長 

ＣＥＯ 

  
永守 重信 昭和19年8月28日生 

昭和48年７月 

 

平成２年５月 

  

平成７年６月 

 

平成９年４月 

  

平成９年６月 

  

  

  

平成10年１月 

平成10年６月 

  

  

  

平成10年10月 

  

平成11年10月 

  

平成12年３月 

日本電産株式会社設立、代表取締役社長（ＣＥＯ）

就任（現任） 

ニデック㈱（現社名 日本電産総合サービス㈱）代表

取締役会長就任 

シンポ工業㈱（現社名 日本電産シンポ㈱）取締役会

長就任 

㈱リードエレクトロニクス（現社名 日本電産リード

㈱）取締役会長就任（現任） 

トーソク㈱（現社名 日本電産トーソク㈱）取締役会

長就任（現任） 

京利工業㈱（現社名 日本電産キョーリ㈱）代表取締

役会長就任（現任） 

日本電産マシナリー㈱代表取締役会長就任（現任） 

㈱コパル（現社名 日本電産コパル㈱）取締役会長就

任（現任） 

コパル電子㈱（現社名 日本電産コパル電子㈱）取締

役会長就任 

芝浦電産㈱（現社名 日本電産シバウラ㈱）代表取締

役会長就任 

ネミコン㈱（現社名 日本電産ネミコン㈱）代表取締

役会長就任 

㈱ワイ・イー・ドライブ（現社名 日本電産パワーモ

ータ㈱）代表取締役会長就任 

平成15年10月 当社最高顧問就任 

日本電産シンポ㈱代表取締役会長就任（現任） 

平成16年３月 

  

  

  

  

  

  

  

  

当社代表取締役会長（ＣＥＯ）就任（現任）、技術

開発本部長 

三協流通興業㈱（現社名 日本電産ロジステック㈱）

代表取締役会長就任（現任） 

東京ピジョン㈱（現社名 日本電産ピジョン㈱）代表

取締役会長就任（現任） 

日新工機㈱（現社名 日本電産ニッシン㈱）代表取締

役会長就任（現任） 

三協商事㈱（現社名 日本電産サンキョー商事㈱）代

表取締役会長就任（現任） 

平成16年９月 日本電産コパル電子㈱取締役会長就任（現任） 

2,252 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

代表 

取締役 

社長 

ＣＯＯ、 

システム

事業 

本部長 

  

  

安川 員仁 昭和25年８月28日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成11年４月 資材部ＩＰグループＰＭ 

平成12年４月 生産技術部合理化推進部長 

平成13年４月 生産技術本部長 

平成14年４月 産業機器ディビジョンＤＰ 

平成14年７月 執行役員就任 

平成15年４月 執行役員ＲＢＴディビジョンＤＰ 

平成16年３月 取締役就任 

平成16年４月 取締役ＲＢＴ事業統括、伊那事業所長 

平成17年４月 常務取締役就任、事業統括本部副本部長 

平成18年４月 常務取締役システム事業本部長（現任）、ＲＢＴ事

業統轄 

平成18年６月 代表取締役社長（ＣＯＯ）就任（現任） 

4 

常務 

取締役 

営業 

本部長 
丸山 高志 昭和24年６月12日生 

昭和48年４月 当社入社 

平成４年４月 経営企画部参事 

平成６年４月 海外事業推進部参事兼開発技術部 市場開発グルー

プリーダー 

平成９年６月 事業企画部長 

平成９年10月 経営企画部長 

平成10年４月 企画本部経営企画部長 

平成10年６月 理事就任 

平成11年４月 経営企画部長 

平成12年４月 執行役員企画管理本部長 

平成13年４月 執行役員ＦＤＢ推進本部長 

平成13年６月 取締役就任 

平成14年４月 取締役ＦＤＢビジネスディビジョンＤＰ 

平成15年６月 常務取締役就任 

平成16年４月 取締役営業本部副本部長 

平成17年６月 常務取締役就任、営業本部長（現任） 

3 

常務 

取締役 

管理 

本部長 
岡山 滋 昭和24年６月21日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成４年４月 管理部参事 

平成９年６月 管理部長 

平成10年６月 理事就任 

平成12年４月 執行役員就任、三協プレシジョン(マレーシア)社長 

平成13年１月 三協商事㈱（現社名日本電産サンキョー商事㈱代表

取締役社長 

平成15年４月 財経部長 

平成16年３月 取締役就任 

平成16年４月 取締役管理本部副本部長、経理部長 

平成17年６月 常務取締役就任、管理本部長（現任） 

1 

常務 

取締役 

部品事業 

本部長 
松尾 史朗 昭和25年１月13日生 

昭和47年10月 当社入社 

平成９年10月 資材管理部長 

平成10年４月 管理本部資材部長 

平成11年４月 理事就任、資材部長 

平成13年１月 執行役員就任 

平成13年４月 執行役員社長室長 

平成14年４月 執行役員企画センター長 

平成15年４月 執行役員 企画本部企画分野担当 

平成15年６月 取締役就任、企画本部企画部長 

平成16年４月 取締役ＰＲＴ事業統括、駒ケ根事業所長 

平成18年４月 常務取締役就任、部品事業本部長（現任） 

4 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

  

取締役 

相談役 

  

  
巽 泰造 昭和20年12月19日生 

昭和43年４月 当社入社 

平成４年４月 情報機器事業部販売部長 

平成９年10月 名古屋支店長 

平成11年４月 理事就任、東京支店長兼営業本部産業機器営業部Ｐ

Ｍ 

平成13年１月 執行役員就任、営業本部国内事業営業部長 

平成13年４月 執行役員営業本部長 

平成15年７月 常務執行役員就任、ＵＮＴディビジョンＤＰ 

平成16年３月 代表取締役社長（ＣＯＯ）就任 

平成17年６月 事業統括本部長 

平成18年６月 取締役相談役就任（現任） 

2 

  

取締役 
  浦野 一一 昭和25年11月23日生 

昭和44年３月 当社入社 

平成６年10月 三協プレシジョン(マレーシア)主任技師 

平成10年10月 技術本部生産技術部副部長 

平成13年４月 管理本部モータ生産統括部長 

平成14年４月 ＧＭＭビジネスディビジョンＶＤＰ 

平成16年３月 取締役就任 

平成16年４月 取締役事業統括本部副本部長 

平成17年４月 常務取締役就任 

平成18年４月 取締役（現任） 

5 

取締役 
技術開発 

本部長 
宮崎 清史 昭和23年11月30日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成５年10月 デバイス事業部駒ケ根工場ＦＡＲＭプロジェクトグ

ループ ＰＭ 

平成７年４月 電子機器事業本部開発センター第一技術部長 

平成９年４月 モータ事業部技術部長 

平成10年４月 技術本部新商品開発部長 

平成10年６月 理事就任 

平成11年４月 技術本部要素開発センター長 

平成13年１月 執行役員就任 

平成13年４月 執行役員技術本部長 

平成14年４月 執行役員要素開発加工センター長 

平成14年６月 取締役就任 

平成15年４月 取締役開発技術部長 

平成16年４月 取締役技術開発本部副本部長 

平成18年４月 取締役技術開発本部長（現任） 

4 

取締役 

部品事業 

本部 

副本部長、 

ＯＰＵ事 

業統括 

伊藤 仁一 昭和28年９月３日生 

昭和47年３月 当社入社 

平成11年４月 技術本部第一技術部長 

平成12年４月 技術本部海外事業第一技術部長 

平成13年４月 技術本部制御技術部長 

平成13年10月 技術本部国内事業第一技術部長 

平成14年４月 ユニットディビジョンＶＤＰ 

平成16年４月 理事就任、ＨＡＵ事業統括 

平成17年４月 理事ＯＰＵ事業統括 

平成17年６月 取締役就任、ＯＰＵ事業統括（現任） 

平成18年４月 部品事業本部副本部長（現任）  

2 

取締役 

システム 

事業本部 

副本部長、 

ＣＲＤ 

事業統括、 

下諏訪 

事業所長 

今井 栄治 昭和31年３月８日生 

昭和55年４月 当社入社 

平成11年４月 技術本部新商品開発センター開発二グループＧＬ 

平成12年４月 事業創出センターＢＭＯＰプロジェクトＰＭ 

平成14年４月 ＮＢＵプロジェクトＯＧＮＢグループＧＬ 

平成15年４月 開発技術部ＢＯプロジェクト担当部長 

平成15年６月 ＵＮＴディビジョン新製品開発二グループＧＬ 

平成16年４月 理事就任、ＣＲＤ事業統括（現任）、下諏訪事業所

長（現任） 

平成18年６月 取締役就任、システム事業本部副本部長（現任） 

3 

 



 （注1） 取締役 井上哲夫は、会社法第２条第15号に定める社外取締役です。 

 （注2） 監査役 朝比奈秀夫、新保克芳、佐野忠義は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有 
株式数 
（千株）

取締役  
井上 哲夫 

（注1） 
昭和23年６月22日生 

平成４年10月 ㈱住友銀行（現社名㈱三井住友銀行）千林支店長 

平成６年10月 同行和歌山支店長 

平成９年１月 同行法人業務部（大阪）部付部長 

平成11年12月 日本電産㈱入社、理事就任、関係会社管理部長（現

任） 

平成14年６月 同社取締役就任、関係会社管理部担当（現任） 

平成16年３月 当社取締役就任（現任） 

－ 

常勤 

監査役 
 武井 良人 昭和22年５月18日生 

昭和47年４月 当社入社 

平成５年10月 情報機器事業部諏訪南工場生産部長 

平成７年10月 システム機器事業部生産部長 

平成９年４月 システム機器事業部長代理 

平成10年４月 管理本部量管理部長 

平成10年６月 理事就任 

平成11年４月 製造本部副本部長兼製造管理部長 

平成12年４月 執行役員製造本部長 

平成13年４月 執行役員管理本部長 

平成13年６月 取締役就任 

平成14年４月 取締役ＧＭＭビジネスディビジョン ＤＰ 

平成15年６月 常務取締役就任 

平成16年４月 常務取締役管理本部長 

平成17年６月 常勤監査役就任（現任） 

5 

常勤 

監査役 
 井口 一正 昭和16年11月21日生 

昭和40年４月 当社入社 

平成３年４月 財務部経理グループ参事 

平成４年４月 財務部副部長 

平成６年７月 企画管理部副部長 

平成12年４月 内部監査室長 

平成13年４月 当社退職 

平成13年５月 (財)日本スケート連盟嘱託 

平成18年６月 当社常勤監査役就任（現任） 

－ 

監査役  
朝比奈 秀夫

（注2） 
昭和13年３月28日生 

昭和60年６月 大蔵省神戸税関長就任 

昭和61年６月 同省大臣官房審議官（国際金融局担当） 

昭和63年10月 公営企業金融公庫理事就任 

平成３年６月 大阪証券金融株式会社取締役社長就任 

平成８年７月 日本万国博覧会記念協会理事長就任 

平成15年６月 日本電産㈱常勤監査役就任（現任） 

平成16年３月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  
新保 克芳 

（注2） 
昭和30年４月８日生 

昭和56年11月 司法試験合格 

昭和59年４月 第二東京弁護士会弁護士登録 

昭和63年12月 当社顧問弁護士（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

監査役  
佐野 忠義 

（注2） 
昭和19年４月13日生 

昭和40年５月 日本圧着端子製造(株)入社 

平成４年６月 同社取締役就任、経理部長 

平成７年11月 日本電産(株)入社 

平成８年４月 同社経理部長 

平成10年４月 同社理事就任 

平成15年６月 同社常勤監査役就任（現任）  

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

計 2,284 

ＤＰ：ディビジョン・プレジデント 

ＶＤＰ：ヴァイス・ディビジョン・プレジデント 

ＰＭ：プロジェクト・マネージャー 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、企業価値を高め、株主をはじめあらゆるステークホル

ダーに信頼され、支持される企業となるためにコーポレート・ガバナンスへの積極的な取り組みが必要不可欠であると

考えています。 

(1)会社の機関の内容および内部統制システムの整備状況 

①会社機関の基本説明 

当社は、監査役制度を採用しています。平成18年６月20日現在の取締役は11名で、うち社外取締役１名を選任してい

ます。各取締役の任期は、定款で１年に短縮しており、経営環境の変化に機動的に対応しつつ、株主のニーズを迅速に

反映できる体制を整備しています。また、平成17年３月31日をもって、役員退職慰労金制度を廃止し、報酬体系をより

業績に連動したものに移行しました。 

②会社機関・内部統制の関係 

③会社機関の内容および内部統制システムの整備の状況 

当社の内部統制システムとしては、株主総会を頂点とし、取締役（会）、監査役（会）を置き、各機関がそれぞれの

役割を果たすことについて、効率的に行うことを確保する体制を整備するとともに、常に監視が行き届く体制を構築し

ています。 

  コンプライアンスの体制は、取締役会で選任された者を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライ

アンス方針、マニュアルの作成・改訂、計画の進捗状況の確認、取締役会への報告に係る事項を行っています。また、

コンプライアンスを側面から支える制度として、内部通報の制度を設けており、内部通報受付窓口は、通報された問題

解決の経過をコンプライアンス委員会に報告することになっています。 

 なお、親会社である日本電産株式会社とは、経営理念を統一させ、米国サーベンス・オクスリー法404条が求める内部

統制の確立に向けて、グループが一体となって連携して取り組んでいます。 



④内部監査および監査役監査の状況 

当社の監査役監査の体制は、平成18年６月20日現在、５名の監査役を選任しており、うち３名が社外監査役です。各

監査役は、専門的な見地から取締役の意思決定及び業務執行の適法性について厳正な監査を行っています。また、監査

役会は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催することとしています。 

 内部監査の状況としては、社長直轄部門として専任者4名で内部監査室を設置し、主として米国サーベンス・オクス

リー法404条において求められる財務報告の信頼性が確保されるための内部統制体制の整備を行っています。さらに、

監査役が希望する場合、内部監査室は、要望された監査を実施し、その結果については、取締役の干渉なく、監査役会

へ報告される体制を整備することにしています。 

⑤会計監査の状況 

会計監査について、当社は中央青山監査法人と監査契約を締結し、継続して商法監査および証券取引法監査をうけて

おります。中央青山監査法人は、独立第三者としての立場から財務諸表監査を実施し、当社は監査結果の報告を受け、

意見交換、改善事項などの提言を受けています。平成18年３月期における監査体制は以下のとおりです。 

 監査業務を執行している公認会計士 

 指定社員 業務執行社員   松永幸廣、高津靖史、岩渕道男、花井裕風 

 監査業務に係る補助者の構成 

 公認会計士5名 会計士補6名 その他5名 

⑥社外取締役および社外監査役との関係 

社外取締役 井上哲夫は、親会社である日本電産株式会社の取締役を兼任しています。 

社外監査役 朝比奈秀夫ならびに佐野忠義は、親会社である日本電産株式会社の監査役を兼任しています。 

 また、同新保克芳は当社の顧問弁護士です。 

 当社と社外取締役および社外監査役との間には、人的関係、資本的または取引関係その他の利害関係はありません。

(2)リスク管理体制の整備 

当社のリスク管理体制としては、取締役会で選任された者を委員長とするリスク管理委員会を設置し、リスク管理方

針・施策の決定、報告遅延、懈怠等についての制裁、取締役会への報告に係る事項を行っています。リスク管理委員会

は、グループ会社を含む各部門毎にリスク管理者を選任し、リスク管理者は、各担当業務領域におけるリスク管理体制

の構築、年度計画の策定を行い、全員参加のリスク管理活動を行っています。 

 また、自然災害発生などリスクが顕在化した場合は、代表取締役社長を責任者とする危機対策本部を設置し、リスク

管理委員会と協動し対策を講じることとしています。 

(3)役員報酬の内容 

 当社の取締役、監査役に対する報酬は下記のとおりです。 

(4)監査報酬の内容 

当社の中央青山監査法人への公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬の内

容は、商法および証券取引法監査に係る報酬が33,000千円（税抜）で、それ以外の業務に係る報酬が8,670千円（税

抜）です。 

区  分 金額（百万円）

社内取締役に対する報酬 109 

社外取締役に対する報酬 － 

計 109 

社内監査役に対する報酬 21 

社外監査役に対する報酬 ３ 

計 25 

合  計 134 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項の

ただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しています。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しています。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただ

し書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しています。 

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）

の連結財務諸表および前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）の財務諸表ならびに当連結会計年度

（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けています。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   21,321   32,650  

２．受取手形及び売掛金   35,808   34,047  

３．たな卸資産   10,796   11,308  

４．繰延税金資産   226   210  

５．短期貸付金   16   61  

６．未収入金   959   713  

７．その他   258   399  

貸倒引当金   △81   △82  

流動資産合計   69,305 72.2  79,308 70.3 

        

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産        

(1）建物及び構築物  12,079   13,709   

減価償却累計額  7,692 4,386  8,109 5,600  

(2）機械装置及び運搬具  28,872   32,559   

減価償却累計額  18,921 9,951  20,618 11,940  

(3）工具・器具及び備品  16,162   14,341   

減価償却累計額  13,064 3,097  11,584 2,756  

(4）土地   5,576   7,046  

(5）建設仮勘定   267   1,066  

有形固定資産合計   23,280 24.2  28,409 25.2 

２．無形固定資産   135 0.1  183 0.2 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券及び 
  出資金 

＊１  2,498   4,217  

(2）長期貸付金   98   59  

(3) 長期前払費用   20   15  

(4）繰延税金資産   388   304  

(5）その他   361   243  

貸倒引当金   △36   △15  

投資その他の資産合計   3,330 3.5  4,824 4.3 

固定資産合計   26,745 27.8  33,418 29.7 

資産合計   96,051 100.0  112,726 100.0 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   18,355   19,593  

２．短期借入金   2,098   7,195  

３．未払金及び未払費用   4,551   5,270  

４．未払法人税等   741   952  

５．繰延税金負債   62   4  

６．賞与引当金   1,324   1,421  

７．設備購入支払手形   1,738   821  

８．事業整理損失引当金   112   －  

９．その他   1,742   1,028  

流動負債合計   30,728 32.0  36,288 32.2 

        

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   380   105  

２．繰延税金負債   1,011   1,189  

３．退職給付引当金   263   263  

４．役員退職慰労引当金   209   －  

５．長期未払金   7,553   5,297  

６．その他   300   296  

固定負債合計   9,719 10.1  7,152 6.3 

負債合計   40,447 42.1  43,440 38.5 

        

（少数株主持分）        

少数株主持分   3,120 3.3  3,624 3.2 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ＊２  35,270 36.7  35,270 31.3 

Ⅱ 利益剰余金   19,482 20.3  30,701 27.2 

Ⅲ その他有価証券 
  評価差額金 

  223 0.2  464 0.4 

Ⅳ 為替換算調整勘定   △2,396 △2.5  △580 △0.5 

Ⅴ 自己株式 ＊３  △96 △0.1  △194 △0.1 

資本合計   52,483 54.6  65,661 58.3 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  96,051 100.0  112,726 100.0 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   122,311 100.0  121,994 100.0 

Ⅱ 売上原価 ＊１  99,707 81.5  98,545 80.8 

売上総利益   22,603 18.5  23,448 19.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊２  12,250 10.0  11,297 9.2 

営業利益   10,353 8.5  12,151 10.0 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  81   208   

２．受取配当金  16   24   

３．持分法による投資利益  14   83   

４．為替差益  718   2,566   

５．雑収益  276 1,107 0.9 466 3,350 2.7 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  117   264   

２．雑損失  97 214 0.2 335 600 0.5 

経常利益   11,246 9.2  14,901 12.2 

Ⅵ 特別利益        

１．固定資産売却益 ＊５ 166   744   

２．関係会社株式売却益  26   482   

３．投資有価証券売却益  141   274   

４．厚生年金基金解散益  8,490   437   

５．役員退職慰労引当金 
  戻入額 

 545   －   

６．その他の特別利益  38 9,408 7.7 23 1,962 1.6 

        
 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失        

１．投資有価証券売却損  33   －   

２．特別退職金  －   51   

３．たな卸資産廃却損  －   87   

４．固定資産除却損 ＊６ 485   417   

５．固定資産売却損 ＊７ 75   5   

６．減損損失 ＊８ －   81   

７．事業整理損失引当金 
  繰入額 

＊３ 13   －   

８．事業撤退損失  －   95   

９．事業所移転費用  －   32   

10．持分変動損失  26   －   

11. 子会社清算損  71   748   

12．その他特別損失 ＊９  47 753 0.6 2 1,522 1.2 

税金等調整前当期純利
益 

  19,902 16.3  15,341 12.6 

法人税、住民税及び 
事業税 

 964   1,518   

過年度法人税等   －   517   

法人税等調整額  266 1,230 1.0 △32 2,003 1.6 

少数株主利益   875 0.8  665 0.6 

当期純利益   17,795 14.5  12,672 10.4 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   28,237  － 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

欠損てん補のための取崩
高 

 28,237 28,237 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   －  － 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △26,550  19,482 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．欠損てん補のための資
本剰余金取崩による利
益剰余金増加高 

 28,237  －  

２．当期純利益  17,795 46,033 12,672 12,672 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  －  1,432  

２．役員賞与  － － 21 1,453 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   19,482  30,701 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  19,902 15,341 

減価償却費  4,258 4,942 

退職給付引当金の減少額  △591 △3 

厚生年金基金解散益  △8,490 △437 

役員退職慰労引当金戻入額  △545 － 

賞与引当金の増加額  302 66 

貸倒引当金の減少額  △189 △25 

受取利息及び受取配当金  △97 △233 

支払利息  117 264 

持分法による投資利益  △14 △83 

持分変動損失  26 － 

減損損失  － 81 

固定資産売却益  △166 △744 

投資有価証券売却益  △141 △274 

関係会社株式売却益  △26 △482 

固定資産売却損  75 5 

投資有価証券売却損  33 － 

事業所移転費用  － 32 

事業撤退損失  － 95 

特別退職金  － 51 

たな卸資産廃却損  － 87 

固定資産除却損  485 417 

子会社清算損  71 748 

売上債権の減少（△増加）額  △6,114 2,673 

たな卸資産の減少（△増加）額  2,524 △1,783 

仕入債務の増加（△減少）額  △3,779 622 

その他資産の減少（△増加）額  1,578 △504 

その他負債の増加（△減少）額   1,027 △2,672 

その他  － △152 

小  計  10,246 18,034 

利息及び配当金の受取額  126 270 

利息の支払額  △113 △258 

法人税等の支払額  △581 △1,899 

営業活動によるキャッシュ・フロー  9,677 16,147 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の純減少額  2 87 

有価証券の売却による収入  73 － 

有形固定資産の取得による支出  △10,820 △9,221 

有形固定資産の売却による収入  1,061 862 

投資有価証券の取得による支出  △3 △1,535 

投資有価証券の売却による収入  250 622 

関係会社株式の取得による支出  △71 △143 

関係会社株式の売却による収入  － 550 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入 

＊２ 93 － 

貸付による支出  △132 △38 

貸付金の回収による収入  501 33 

その他  △293 △344 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △9,339 △9,125 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増加（△減少）額  △5,861 4,661 

長期借入による収入  665 － 

長期借入金の返済による支出  △924 △129 

自己株式の取得による支出  △34 △97 

配当金の支払額  － △1,432 

少数株主への配当金の支払額  △135 △130 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △6,290 2,871 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  151 1,099 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増加（△減少）額 

 △5,800 10,992 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  26,713 20,913 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の
増加額 

 － 401 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ＊１ 20,913 32,307 



（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社数22社 

  国内子会社 

(1)連結子会社数22社 

  国内子会社 

 日新工機株式会社 

東京ピジョン株式会社 

三協商事株式会社 

三協サービスエンジニアリング 

株式会社 

東北日新工機株式会社 

計 ５社

日本電産サンキョーサービスエンジニ

アリング株式会社 (注1) 

日本電産サンキョー商事株式会社 

(注2) 

日本電産ニッシン株式会社 (注3) 

東北日本電産ニッシン株式会社 (注4)

日本電産ピジョン株式会社 (注5) 

計 ５社

   
   在外子会社   在外子会社 

 NIDEC SANKYO TAIWAN CORPORATION 

Sankyo Seiki (Singapore) Pte.,Ltd. 

Sankyo Seiki (Hong Kong) Co.,Ltd. 

Sankyo Precision (Malaysia) 

Sdn.,Bhd. 

Sankyo Seiki (Fuzhou) Co.,Ltd. 

Sankyo Seiki (America) Inc. 

Sankyo Electronics (Shaoguan) 

Co.,Ltd. 

Sankyo Seiki Fuzhou (H.K.) Co.,Ltd.

Taiwan Nissin Koki Co.,Ltd. 

HK Nissin Kohki Co.,Ltd. 

PT.Indonesia Nissin Kohki 

Dalian Nissin Kohki Co.,Ltd. 

Tokyo Pigeon (Hong Kong) Co.,Ltd. 

Tokyo Pigeon Mfg.Pte.Ltd. 

PT.Tokyo Pigeon Indonesia 

Sankyo Seiki (Shanghai) Co.,Ltd. 

Sankyo Seiki (Shenzhen) Co.,Ltd. 

 

計 17社

合計 22社

NIDEC SANKYO (H.K.) CO.,LIMITED 

(注6) 

NIDEC SANKYO TAIWAN CORPORATION 

NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD. 

(注7) 

NIDEC SANKYO (FUZHOU) CORPORATION 

(注8) 

NIDEC SANKYO FUZHOU (H.K.) 

CO.,LIMITED (注9) 

NIDEC SANKYO AMERICA CORPORATION 

(注10) 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS 

(SHAOGUAN) CO.,LTD. (注11) 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS 

(SHENZHEN) CORPORATION (注12) 

NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATION

NIDEC NISSIN (H.K.) CO.,LIMITED 

(注13) 

NIDEC NISSIN TAIWAN CORPORATION 

(注14) 

PT.NIDEC NISSIN INDONESIA (注15) 

NIDEC NISSIN (DALIAN) CORPORATION 

(注16) 

NIDEC NISSIN (DONGGUAN) CORPORATION

NIDEC PIGEON (H.K.) CO.,LIMITED 

(注17) 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS 

(SHANGHAI) CORPORATION (注18) 

NIDEC SANKYO EUROPE GmbH (注19) 

計 17社

合計 22社

 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   (注)当連結会計年度において社名変更をし

ています。旧社名は以下のとおりで

す。 

  三協サービスエンジニアリング株式会

社 (注1) 

三協商事株式会社 (注2) 

日新工機株式会社 (注3) 

東北日新工機株式会社 (注4) 

東京ピジョン株式会社 (注5) 

Sankyo Seiki (Hong Kong) Co.,Ltd. 

(注6) 

Sankyo Seiki (Singapore) Pte.,Ltd. 

(注7) 

Sankyo Seiki(Fuzhou)Co.,Ltd. (注8) 

Sankyo Seiki Fuzhou (H.K.)

Co.,Ltd. (注9) 

Sankyo Seiki (America) Inc. (注10) 

Sankyo Electronics (Shaoguan) 

Co.,Ltd. (注11) 

Sankyo Seiki (Shenzhen) Co.,Ltd.( 注

12) 

HK Nissin Kohki Co.,Ltd. (注13) 

Taiwan Nissin Koki Co.,Ltd. (注14) 

PT.Indonesia Nissin Kohki (注15) 

Dalian Nissin Kohki Co.,Ltd.(注16) 

Tokyo Pigeon (Hong Kong) Co.,Ltd. 

(注17) 

Sankyo Seiki (Shanghai) Co.,Ltd. 

(注18) 

Sankyo Seiki Mfg., (Europe) G.m.b.H.

(注19) 

 ①Sankyo Seiki Fuzhou (H.K.) Co.,Ltd.

は、新たに設立した事により、当連結会

計年度より連結の範囲に加えました。 

①NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATIO

N は、重要性が増したため当連結会計

年度より連結の範囲に加えました。 

 ②三協開発株式会社は、サンキョウクオ

リス株式会社を吸収合併し、社名を三

協総合サービス株式会社と変更しまし

たが、当連結会計年度において株式を

全部売却したため、損益計算書を除き

連結の範囲から除外しています。  

②NIDEC SANKYO EUROPE GmbH は、重要性

が増したため当連結会計年度より連結

の範囲に加えました。 

③NIDEC NISSIN (DONGGUAN) CORPORATION

は、新たに会社を設立したため当連結

会計年度より連結の範囲に加えまし

た。 

   ④Sankyo Precision (Malaysia)

Sdn.,Bhd. は、清算手続きが進行して

おり、当連結会計年度において、重要

性がなくなったことにより、損益計算

書を除き、連結の範囲から除外してい

ます。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

   ⑤PT.Tokyo Pigeon Indonesia は、当連

結会計年度において清算し、損益計算

書を除き、連結の範囲から除外してい

ます。  

   ⑥Tokyo Pigeon Mfg.Pte.Ltd. は、当連

結会計年度において清算し、損益計算

書を除き、連結の範囲から除外してい

ます。 

 (2)非連結子会社の数および主要な非連結

子会社名 

(2)非連結子会社の数および主要な非連結

子会社名 

 NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION 

NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATION

Sankyo Seiki Mfg.(Europe)G.m.b.H. 

他 ２社

合計 ５社

NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION 

NIDEC SANKYO KOREA CORPORATION

（注） 

PT.NIDEC SANKYO INDONESIA  

NIDEC NISSIN VIETNAM CORPORATION  

NIDEC SANKYO DO BRASIL LTDA.  

合計 ５社

   (注)Sankyo Seiki (Korea) Co.,Ltd. は、

NIDEC SANKYO KOREA CORPORATION に

社名を変更しました。 

 (3)非連結子会社について連結の範囲から

除いた理由 

非連結子会社の、総資産・売上高・当

期純損益（持分に見合う額）および利

益剰余金（持分に見合う額）等はいず

れも小規模であり全体としても連結財

務諸表に与える影響が軽微なため連結

の範囲から除外しました。 

なお、会社間の消去計算を行う前の金

額によって計算すると次のとおりとな

ります。 

(3)非連結子会社について連結の範囲から

除いた理由 

非連結子会社の、総資産・売上高・当

期純損益（持分に見合う額）および利

益剰余金（持分に見合う額）等はいず

れも小規模であり全体としても連結財

務諸表に与える影響が軽微なため連結

の範囲から除外しました。 

なお、会社間の消去計算を行った後の

金額によって計算すると次のとおりと

なります。 

 資産基準 0.7％ 

売上高基準 0.6％ 

利益基準 0.4％ 

利益剰余金基準 1.7％ 

資産基準 0.4％ 

売上高基準 0.1％ 

利益基準 △0.4％ 

利益剰余金基準 △0.2％ 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1)持分法適用会社数とその会社名 

非連結子会社 

(1)持分法適用会社数とその会社名 

非連結子会社 

 Sankyo Seiki Mfg.(Europe)G.m.b.H. 

計  １社 

     ―――――― 

計  －社 

 関連会社 関連会社 

ＳＣＤ Co.,Ltd. 

計  １社 

合計  ２社 

ＳＣＤ Co.,Ltd. 

計  １社 

合計  １社 

   
 (2)持分法を適用しない会社数とその主要

な会社名 

(2)持分法を適用しない会社数とその主要

な会社名 

 非連結子会社 非連結子会社 

 Sankyo Seiki(Korea)Co.,Ltd. 

NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION 

NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) 

           CORPORATION 

PT. NIDEC SANKYO INDONESIA 

計  ４社 

NIDEC SANKYO VIETNAM CORPORATION 

NIDEC SANKYO KOREA CORPORATION 

PT. NIDEC SANKYO INDONESIA 

NIDEC NISSIN VIETNAM CORPORATION 

NIDEC SANKYO DO BRASIL LTDA. 

計  ５社 

 関連会社 関連会社 

 株式会社サニカ 

計  １社 

合計  ５社 

     ―――――― 

計  －社 

合計  ５社 

(注)株式会社サニカは、当連結会計年度

において株式を全部売却しため、関

連会社でなくなりました。 

   
 (3)持分法を適用しない理由 

非連結子会社および関連会社はいずれ

も小規模であり全体としても当期純損

益および利益剰余金に与える影響が軽

微なため、持分法を適用していませ

ん。 

なお、会社間の消去計算を行う前の金

額によって計算すると次のとおりとな

ります。 

(3)持分法を適用しない理由 

非連結子会社および関連会社はいずれ

も小規模であり全体としても当期純損

益および利益剰余金に与える影響が軽

微なため、持分法を適用していませ

ん。 

なお、会社間の消去計算を行った後の

金額によって計算すると次のとおりと

なります。 

 
利益基準  0.2％ 

利益剰余金基準 1.0％ 

利益基準 △0.4％ 

利益剰余金基準 △0.2％ 

   
 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結子会社のうち、 

Sankyo Electronics(Shaoguan) 

Co.,Ltd.、 

Sankyo Seiki(Shanghai)Co.,Ltd.、 

Sankyo Seiki (Shenzhen)Co.,Ltd.、 

Sankyo Seiki（Fuzhou）Co.,Ltd.、 

HK Nissin Kohki Co.,Ltd.、 

Taiwan Nissin Koki Co.,Ltd.、 

PT.Indonesia Nissin Kohki、 

Dalian Nissin Kohki Co.,Ltd. 

の決算日は12月31日です。 

連結子会社のうち、 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHANGHAI) 

CORPORATION、 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHENZHEN) 

CORPORATION、 

NIDEC SANKYO (FUZHOU) CORPORATION、 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS (SHAOUGUAN) 

CO.,LTD.、 

NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATION、 

NIDEC NISSIN (H.K.) CO.,LIMITED、 

NIDEC NISSIN TAIWAN CORPORATION、 

PT.NIDEC NISSIN INDONESIA、 

NIDEC NISSIN (DALIAN) CORPORATION、 

NIDEC NISSIN (DONGGUAN) CORPORATION、 

の決算日は12月31日です。 

   
 連結財務諸表の作成にあたっては、 連結財務諸表の作成にあたっては、 

 (1)Sankyo Electronics  

(Shaoguan) Co.,Ltd.、 

Sankyo Seiki (Shanghai) Co.,Ltd.、 

Sankyo Seiki（Fuzhou）Co.,Ltd.、 

Sankyo Seiki (Shenzhen) Co.,Ltd.

は、連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しています。 

(1)NIDEC SANKYO ELECTRONICS 

(SHANGHAI) CORPORATION、 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS 

(SHENZHEN) CORPORATION、 

NIDEC SANKYO ELECTRONICS 

(SHAOUGUAN) CO.,LTD.、 

NIDEC SANKYO (FUZHOU) CORPORATION、

NIDEC SANKYO (ZHEJIANG) CORPORATION

は、連結決算日現在で実施した仮決算

に基づく財務諸表を使用しています。 

 (2)HK Nissin Kohki Co.,Ltd.、 

Taiwan Nissin Koki Co.,Ltd.、 

PT. Indonesia Nissin Kohki、 

Dalian Nissin Kohki Co.,Ltd.は、当

該子会社の決算日と連結決算日との間

に重要な取引が生じた場合、連結上必

要な調整を行っています。 

(2)NIDEC NISSIN (H.K.) CO.,LIMITED、 

NIDEC NISSIN TAIWAN CORPORATION、 

PT.NIDEC NISSIN INDONESIA、 

NIDEC NISSIN (DALIAN) CORPORATION、

 NIDEC NISSIN (DONGGUAN) CORPORATION

は、当該子会社の決算日と連結決算日

との間に重要な取引が生じた場合、連

結上必要な調整を行っています。 

４．会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準および評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券 

(1)重要な資産の評価基準および評価方法 

（イ）有価証券 

その他有価証券 

  時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は一部

を除き移動平均法により算定） 

 時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

   
 (ロ)デリバティブ 

  時価法 

(ロ)デリバティブ 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (ハ)たな卸資産 

当社および国内連結子会社は、先入先

出法による低価法、海外連結子会社は

一部を除き先入先出法による低価法を

採用しています。 

(ハ)たな卸資産 

同左 

        

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

当社および国内連結子会社は定率法、

海外連結子会社は一部を除き定額法を

採用しています。 

ただし、当社および国内連結子会社に

ついては、平成10年４月１日以降に取

得した建物について、定額法を採用し

ています。 

なお、主な耐用年数は次のとおりで

す。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

同左 

 建物及び構築物 15～60年 

機械装置及び運搬具 ４～13年 

工具・器具及び備品 ２～20年 

 

 (ロ)無形固定資産 

当社および国内連結子会社は定額法、

海外連結子会社は一部を除き定額法を

採用しています。 

なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用していま

す。 

(ロ)無形固定資産 

同左 

     

 (3)重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失に

備えるため、一般債権については、貸

倒実績率による計算額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に回

収可能性を検討し回収不能見込額を計

上しています。 

(3)重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

同左 

 (ロ)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与に充てる

ため、期末在籍者に対する支給見込額

の当期負担額を計上しています。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

 (ハ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産の見込額に基づき当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しています。 

(ハ)退職給付引当金 

一部の連結子会社は、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末に

おいて発生していると認められる額を

計上しています。 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (追加情報) 

当社およびその関連企業を母体とする三

協精機厚生年金基金は確定拠出年金法の

施行に伴い、平成16年４月27日付で厚生

労働省より解散の認可を受け、同日をも

って解散しました。当社については平成

17年１月１日より、関連企業については

平成16年５月１日より確定拠出年金制度

に移行するため、「退職給付制度間の移

行に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しています。 

本移行に伴う影響額は「厚生年金基金解

散益」として8,490百万円を特別利益に

計上しています。 

なお、確定拠出年金制度等への資産移換

等に伴う「未払金及び未払費用」201百

万円および「長期未払金」7,553百万円

を計上しています。 

(追加情報) 

当社およびその関連企業を母体とする三

協精機厚生年金基金は確定拠出年金法の

施行に伴い、平成16年４月27日付で厚生

労働省より解散の認可を受け、同日をも

って解散しました。当社については平成

17年１月１日より、関連企業については

平成16年５月１日より確定拠出年金制度

に移行するため、「退職給付制度間の移

行に関する会計処理」（企業会計基準適

用指針第１号）を適用しています。 

本移行に伴う影響額は、前連結会計年度

において「厚生年金基金解散益」として

8,490百万円を特別利益として計上しま

したが、「最低責任準備金の還付」等に

より437百万円を「厚生年金基金解散

益」として当連結会計年度において特別

利益に計上しています。 

なお、確定拠出年金制度等への資産移管

等に伴う「未払金及び未払費用」758百

万円および「長期未払金」5,103百万円

を計上しています。 

 （ニ）役員退職慰労引当金 

当社および一部の連結子会社は、役員

の退職慰労金の支給に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上してい

ます。 

（ニ）役員退職慰労引当金 

―――――― 

 （追加情報） 

平成17年３月31日付にて、役員退職慰労

金支給制度を廃止いたしました。 

  

  

 （ホ）事業整理損失引当金 

 当社は、経営改善計画に基づく事業整理

等に伴う損失に備えるため、当該損失見

込額を計上しています。 

（ホ）事業整理損失引当金 

―――――― 

 (4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しています。

なお、在外子会社等の資産および負債

は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益および費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差

額は少数株主持分および資本の部にお

ける為替換算調整勘定に含めていま

す。 

為替予約等の振当処理の対象となって

いる外貨建金銭債権債務については、

当該為替予約等の円貨額に換算してい

ます。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

為替予約取引は振当処理、金利スワッ

プ取引は特例処理によっています。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取引  売掛金等 

金利スワップ取

引 

 借入金利息 

同左 

 ③ヘッジ方針 

 為替予約取引 

主として、将来予想される外貨建債権

回収に係る為替変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行っており、投

機的な取引は行っていません。 

③ヘッジ方針 

 為替予約取引 

同左 

  金利スワップ取引 

借入金利に係る金利変動リスクを回避

する目的で金利スワップ取引を行って

おり、投機的な取引は行っていませ

ん。 

 金利スワップ取引 

同左 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引 

為替相場の変動によるキャッシュ・フ

ローの変動を完全に相殺するものと想

定されるため、有効性評価は省略して

います。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約取引 

同左 

  金利スワップ取引 

へッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とへッジ手段のキ

ャッシュ・フロー変動の累計又は相場

変動を半期ごとに比較し、両者の変動

額等を基礎にして、へッジ有効性を評

価しています。ただし、特例処理によ

っている金利スワップについては、有

効性の評価を省略しています。 

 金利スワップ取引 

同左 

 
(7)消費税等の会計処理 

税抜方式によっています。 

(7)消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用していま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

連結調整勘定の償却については、僅少な

ためすべて発生年度で償却しています。 

同左 

 



（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

（追加情報） 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処

分について連結会計年度中に確定した利

益処分に基づいて作成しています。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金およ

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっています。 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

―――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））および

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

います。 

これにより税金等調整前当期純利益は81百万円減少して

います。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載して

います。 

 なお、減損損失累計額については改正後の連結財務諸

表規則に基づき各資産の金額から直接控除しています。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の連結損益計

算書上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の

表示についての実務上の取扱い」（平成16年２月13

日 企業会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い

法人事業税の付加価値割および資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しています。 

 この結果、販売費及び一般管理費が165百万円増加

し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利

益が、165百万円減少しています。 

―――――――― 



（注記事項） 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

＊１．非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりです。 

＊１．非連結子会社および関連会社に対するものは、次の

とおりです。 

投資有価証券及び出資金 1,568百万円 投資有価証券及び出資金   1,671百万円 

＊２．当社の発行済株式総数は、普通株式191,107,628株

であります。 

＊２．当社の発行済株式総数は、普通株式191,107,628株

です。 

＊３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式161,707

株であります。 

＊３．当社が保有する自己株式の数は、普通株式229,633

株です。 

４．保証債務 ４．保証債務 

次のとおり銀行借入金等に対して債務保証を行って

います。 

次のとおり銀行借入金等に対して債務保証を行って

います。 

内容 
金額 

（百万円） 

従業員（住宅ローンほか） 373 

計 373 

内容 
金額 

（百万円） 

従業員（住宅ローンほか） 300 

計 300 

５．受取手形割引高は該当がありません。 ５．同左 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．売上原価に算入されているたな卸資産の低価法評価

損の金額は、1,116百万円です。 

＊１．売上原価に算入されているたな卸資産の低価法評価

損の金額は、649百万円です。 

＊２．販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりです。 

＊２．販売費及び一般管理費 

販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりです。 

販売手数料 1,630 百万円

荷造運賃保管料 2,370  

従業員給与 2,414  

賞与 552  

賞与引当金繰入額 115  

退職給付費用 198  

役員退職慰労引当金繰入額 27  

貸倒引当金繰入額 33  

福利厚生費 297  

旅費交通費 518  

減価償却費 268  

研究開発費 783  

販売手数料 1,562 百万円

荷造運賃保管料 1,393  

従業員給与 3,068  

賞与 499  

賞与引当金繰入額 278  

福利厚生費 322  

旅費交通費 543  

減価償却費 228  

研究開発費 750  

＊３．事業整理損失引当金繰入額 

 当連結会計年度において今後整理を予定している事業

に係る固定資産処分損等13百万円を計上しています。 

＊３．事業整理損失引当金繰入額 

――――――― 

 ４．当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費

は4,521百万円です。 

 ４．当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費

は4,753百万円です。 

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊５．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ＊５．固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 

機械装置及び運搬具 31 百万円

土地 134  

計 166  

機械装置及び運搬具 17 百万円

土地 691  

工具・器具及び備品  16  

建物 19  

計 744  

＊６．固定資産除却損 ＊６．固定資産除却損 

建物構築物 38 百万円

機械装置及び運搬具 342  

金型 105  

計 485  

建物構築物 16 百万円

機械装置及び運搬具 73  

工具・器具及び備品 326  

無形固定資産 0  

計 417  

＊７．固定資産売却損 ＊７．固定資産売却損 

建物構築物 21 百万円

機械装置及び運搬具 38  

土地 15  

計 75  

建物構築物 0 百万円

機械装置及び運搬具 4  

土地 0  

計 5  

＊８．減損損失 ＊８．減損損失 

―――――――   当社グループは、資産のグルーピングに際し、主に管

理会計上の区分についてキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位ととらえ、その単位を基礎にグルーピングす

る方法を採用しています。ただし、遊休資産につきまし

ては、物件のそれぞれが概ね独立してキャッシュ・フロ

ーを生み出す最小の単位としてとらえ、物件ごとにグル

ーピングしています。遊休資産につきましては将来の用

途が定まっていないこと等の理由により減損損失を認識

するに至り、帳簿価額を回収可能価額まで減額し減損損

失を81百万円特別損失として計上しています。 

 なお、当資産グループの回収可能価額は、正味売却可

能価額により測定しています。 

会社名  用途  機種  
金額 

(百万円)

日本電産ニッシン㈱ 
レンズユニッ

ト  
機械等  13 

NIDEC SANKYO (FUZHOU)

CORPORATION 

光ピックアッ

プユニット 
工具等 15 

NIDEC SANKYO FUZHOU

(H.K.) CO.,LIMITED 

光ピックアッ

プユニット 
工具等  52 

＊９．その他特別損失の内訳は次のとおりです。 ＊９．その他特別損失の内訳は次のとおりです。 

退職金過年度繰入額 34 百万円

ゴルフ会員権評価損等 12  

計 47  

ゴルフ会員権売却損 2 百万円

計 2  



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

＊１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） 

（百万円） （百万円） 

現金及び預金 21,321

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △408

現金及び現金同等物 20,913

現金及び預金 32,650

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △342

現金及び現金同等物 32,307

＊２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産および負債の主な内訳 

株式の売却により連結子会社でなくなった三協総合サー

ビス㈱売却時の資産および負債の内訳ならびに売却価額

と売却による収入は次のとおりです。 

＊２．株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産および負債の主な内訳 

  

―――――― 

（百万円）   

 三協総合サービス㈱  

流動資産 160  

固定資産 127  

流動負債 △182  

固定負債 △1  

少数株主持分 －  

株式売却益 21  

株式の売却価額 125  

現金及び現金同等物 △31  

差引：売却による収入

（支出） 
93  

 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

34 26 7 

工具・器具及
び備品 

478 277 200 

合計 512 304 208 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

2,089 792 1,297 

工具・器具及
び備品 

609 326 282 

合計 2,698 1,119 1,579 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 102 百万円 

１年超 108 百万円 

合計 210 百万円 

１年内 512 百万円 

１年超 1,085 百万円 

合計 1,598 百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 146 百万円 

減価償却費相当額 138 百万円 

支払利息相当額 5 百万円 

支払リース料 585 百万円 

減価償却費相当額 554 百万円 

支払利息相当額 30 百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっています。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はありません。  



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないものは該当がありません。 

  

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない有価証券 

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

次へ  

 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照
表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借

対照表計

上額が取

得原価を

超えるも

の 

(1）株式 468 757 289 1,637 2,431 794 

(2）その他 44 48 3 － － － 

合計 513 805 292 1,637 2,431 794 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

売却額（百万円) 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

売却額（百万円) 
売却益の合計 
（百万円） 

売却損の合計 
（百万円） 

323 141 33 622 274 － 

内容 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

連結貸借対照表計上額（百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券   

 非上場株式 

  
150 113 

合 計 150 113 

区分 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

１年以内 
（百万円） 

１年超５年
以内 
（百万円） 

５年超10年
以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

その他 48 － － － － － － － 

合計 48 － － － － － － － 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

デリバティブ取引は提出会社および連結子会社１社において行っております。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (1）取引の内容 

 当社グループは、為替予約取引、通貨オプション取引、金利キャップ取引および金利スワップ取引を利用してい

ます。 

 (2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、基本的に外貨建金銭債権債務の正味残高の範囲内で通貨関連のデリバティブ取引を、また変動

金利借入金の範囲内で金利関連のデリバティブ取引を利用することとしています。 

 (3）取引の利用目的 

 当社グループは外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、包括的な為替予約

取引および通貨オプション取引を行っています。また、変動金利借入金に係る将来の金利水準の上昇リスクを回避

する目的で金利キャップ取引および金利スワップ取引を行っており当社グループが利用しているデリバティブ取引

には、投機目的のものはありません。 

 なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行っています。 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引は振当処理、金利スワップ取引は特例処理によっています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取引等  売掛金等 

金利スワップ取引  借入金利息 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引 

 主として、将来予想される為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取引は行

っていません。 

金利スワップ取引 

 借入金利に係る金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、投機的な取引は行ってい

ません。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引 

 為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価は省

略しています。 

金利スワップ取引 

 へッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とへッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、へッジ有効性を評価しています。ただ

し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

 (4）取引に係るリスクの内容 

 当社グループが利用している為替予約取引および通貨オプション取引は、為替相場の変動によるリスクを有して

います。また、当社および連結子会社が利用している金利キャップ取引、および金利スワップ取引については、将

来の金利変動によるリスクを有しています。なお、当社および連結子会社のデリバティブ取引の契約先はいずれも

信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しています。 

 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 金利関連 

 （注）１．上記における契約額等（想定元本）は、取引相手先との実際の交換金額を表す数字ではないため、当社にお

ける市場リスク・信用リスクを測る指標ではありません。 

２．時価および評価損益は、金融機関から提示された価額によっています。 

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 (5）取引に係るリスク管理体制 

 当社における通貨関連のデリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行および管理は

財務グループが行っています。取引権限および取引限度額を定めた社内管理規程を設け、取引結果は毎月担当取締

役に報告しています。金利関連のデリバティブ取引については、取引の実行および管理は財務グループが行ってお

り、社内規程に基づき取引の都度、取引金額に応じて取締役会または担当取締役の事前承認を受け実行していま

す。 

 また、連結子会社で行っているデリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた取引管理規

程があり、この規程に基づいて取引およびリスク管理を行っています。 

区分 種類 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

契約額のうち 
1年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引 

以外の取引 

     

キャップ 2,500 2,500 0 △24 

スワップ 1,200 1,200 △46 △46 

合計 3,700 3,700 △45 △70 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

デリバティブ取引は提出会社および連結子会社１社において行っております。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (1）取引の内容 

 当社グループは、為替予約取引、通貨オプション取引、金利キャップ取引および金利スワップ取引を利用してい

ます。 

 (2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、基本的に外貨建金銭債権債務の正味残高の範囲内で通貨関連のデリバティブ取引を、また変動

金利借入金の範囲内で金利関連のデリバティブ取引を利用することとしています。 

 (3）取引の利用目的 

 当社グループは外貨建金銭債権債務に係る将来の為替レートの変動リスクを回避する目的で、包括的な為替予約

取引および通貨オプション取引を行っています。また、変動金利借入金に係る将来の金利水準の上昇リスクを回避

する目的で金利キャップ取引および金利スワップ取引を行っており当社グループが利用しているデリバティブ取引

には、投機目的のものはありません。 

 なお、デリバティブ取引を利用して、ヘッジ会計を行っています。 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引は振当処理、金利スワップ取引は特例処理によっています。 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取引等  売掛金等 

金利スワップ取引  借入金利息 

③ ヘッジ方針 

為替予約取引 

 主として、将来予想される為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行っており、投機的な取引は行

っていません。 

金利スワップ取引 

 借入金利に係る金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、投機的な取引は行ってい

ません。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引 

 為替相場の変動によるキャッシュ・フローの変動を完全に相殺するものと想定されるため、有効性評価は省

略しています。 

金利スワップ取引 

 へッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とへッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

または相場変動を半期ごとに比較し、両者の変動額等を基礎にして、へッジ有効性を評価しています。ただ

し、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しています。 

 (4）取引に係るリスクの内容 

 当社グループが利用している為替予約取引および通貨オプション取引は、為替相場の変動によるリスクを有して

います。また、当社および連結子会社が利用している金利キャップ取引、および金利スワップ取引については、将

来の金利変動によるリスクを有しています。なお、当社および連結子会社のデリバティブ取引の契約先はいずれも

信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行によるリスクはほとんどないと認識しています。 

 



２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 金利関連 

 （注）１．上記における契約額等（想定元本）は、取引相手先との実際の交換金額を表す数字ではないため、当社にお

ける市場リスク・信用リスクを測る指標ではありません。 

２．時価および評価損益は、金融機関から提示された価額によっています。 

３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (5）取引に係るリスク管理体制 

 当社における通貨関連のデリバティブ取引についての基本方針は取締役会で決定され、取引の実行および管理は

財務部が行っています。取引権限および取引限度額を定めた社内管理規程を設け、取引結果は毎月担当取締役に報

告しています。金利関連のデリバティブ取引については、取引の実行および管理は財務部が行っており、社内規程

に基づき取引の都度、取引金額に応じて取締役会または担当取締役の事前承認を受け実行しています。 

 また、連結子会社で行っているデリバティブ取引については、取引権限および取引限度額等を定めた取引管理規

程があり、この規程に基づいて取引およびリスク管理を行っています。 

区分 種類 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

契約額のうち 
1年超 

（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円） 

市場取引 

以外の取引 

     

キャップ 2,500 － 0 △7 

スワップ 1,200 1,200 △12 △12 

合計 3,700 1,200 △12 △20 



（退職給付関係） 

 １．採用している退職給付制度の概要 

 当社および日本電産ニッシン㈱は、確定拠出年金制度を設けており、一部の国内連結子会社は、退職一時金制度

を設けています。 

  

２．退職給付債務に関する事項 

（注）１．当連結会計年度の退職給付債務の算定にあたり、連結子会社は簡便法を採用しています。 

２．当社およびその関連企業を母体とする三協精機厚生年金基金は、確定拠出年金法の施行に伴い、平成

16年４月27日付で厚生労働省より解散の認可を受け、同日をもって解散いたしました。当社について

は平成17年１月１日より、関連企業については平成16年５月１日より確定拠出年金制度へ移行するた

め、「退職給付制度間の移行に関する会計処理」(企業会計基準適用指針第1号)を適用しています。 

本移行に伴う影響額は、前連結会計年度において「厚生年金基金解散益」として8,490百万円を特別利

益として計上しましたが、「最低責任準備金の還付」等により437百万円を「厚生年金基金解散益」と

して当連結会計年度において特別利益に計上しています。 

なお、確定拠出年金制度等への資産移管等に伴う「未払金」758百万円および「長期未払金」5,103百

万円を計上しています。 

  

３．退職給付費用に関する事項 

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しています。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「勤務費用」に計上しています。 

３. 「その他」は確定拠出年金への掛金支払額です。 

４．上記のほか、特別退職金が当連結会計年度51百万円あります。 

５. 上記のほか、確定拠出年金制度への移行に伴う利益として前連結会計年度に8,490百万円を、当連結会計

年度に437百万円を特別利益として計上しています。 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度 

（平成17年３月31日現在）

当連結会計年度 

（平成18年３月31日現在）

退職給付債務（注１） 263 263 

未積立退職給付債務 263 263 

退職給付引当金 263 263 

  （単位：百万円）

 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

勤務費用（注１、２） 299  55  

その他（注３） 87  282  

退職給付費用 386 （注５) 337 (注４,５) 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円） （単位：百万円）

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 449

未払事業税 95

たな卸資産評価損 1,572

未払費用 353

短期貸付金 600

その他 86

相殺 △6

繰延税金資産小計 3,151

評価性引当額 △2,925

繰延税金資産（流動）合計 226

  

繰延税金負債（流動）  

固定資産 236

その他 10

相殺 △184

繰延税金負債（流動）合計 62

  

繰延税金資産（固定）  

繰越欠損金 6,949

退職給付引当金 418

役員退職慰労引当金 83

投資有価証券 48

貸倒引当金 6

固定資産 453

長期未払金 2,756

その他 38

相殺 △219

繰延税金資産小計 10,535

評価性引当額 △10,146

繰延税金資産（固定）合計 388

   

  

繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 45

海外子会社の留保利益 926

その他 80

相殺 △41

繰延税金負債（固定）合計 1,011

繰延税金資産（流動）  

賞与引当金 441

未払事業税 83

たな卸資産評価損 985

未払費用 515

その他 45

相殺 △9

繰延税金資産小計 2,062

評価性引当額 △1,851

繰延税金資産（流動）合計 210

  

繰延税金負債（流動）  

その他 13

相殺 △9

繰延税金負債（流動）合計 4

   

  

繰延税金資産（固定）  

繰越欠損金 4,194

退職給付引当金 358

役員退職慰労引当金 32

投資有価証券 25

貸倒引当金 2

固定資産 985

長期未払金 1,919

繰越外国税控除 423

その他 25

相殺 △257

繰延税金資産小計 7,709

評価性引当額 △7,405

繰延税金資産（固定）合計 304

  

繰延税金負債（固定）  

固定資産 295

その他有価証券評価差額金 294

海外子会社の留保利益 815

その他 41

相殺 △257

繰延税金負債（固定）合計 1,189

 



前連結会計年度 
（平成17年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

国内の法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.3％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.2％

住民税均等割 0.1％

外国税控除 △0.2％

海外子会社の適用税率差額 △1.5％

海外子会社の未分配利益 5.3％

評価性引当額 △36.9％

その他 △0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 6.2％

国内の法定実効税率 40.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.4％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△1.1％

住民税均等割 0.2％

外国税控除 △1.3％

海外子会社の適用税率差額 △7.0％

海外子会社の未分配利益 0.3％

評価性引当額 △22.4％

過年度法人税等 3.2％

特定外国子会社に係る留保金課税 1.3％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 13.1％



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の事業の種類別セグメント情報は次のとおりです。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は製品等の種類および市場の類似性を基礎とし、生産形態、親会社における経営組織も考慮して

区分しています。 

２．前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は687百万

円であり、その主なものは、親会社の役員関連の費用および全社に係る総務・経理などの費用です。 

３．前連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は21,176百万円であり、

その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および

全社に係る総務・経理などの管理部門の資産です。 

  (単位：百万円)

 
電子部品 
関連事業 

システム機器 
関連事業 

そ の 他 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売 上 高       

外部顧客に対する売上高 86,685 32,648 2,977 122,311 － 122,311 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
37 72 75 185 (185) － 

計 86,723 32,720 3,053 122,497 (185) 122,311 

営 業 費 用 82,933 25,723 2,798 111,455 502 111,957 

営 業 利 益 3,790 6,997 254 11,041 (688) 10,353 

Ⅱ．資産、減価償却費 

  及び資本的支出 
      

資産 56,060 17,794 1,071 74,926 21,125 96,051 

減価償却費 3,754 349 24 4,127 131 4,258 

資本的支出 8,090 438 5 8,534 4,543 13,078 

事 業 区 分 主  要  製  品 

電子部品関連事業 
マイクロモーター、タイムスイッチ、ステッピングモーターおよび関連ユニット、 

光ピックアップユニット、事務機器用ユニット、テープレコーダーメカニズム 等 

システム機器関連事業 磁気カードリーダー、産業用機械 等 

そ の 他 オルゴール販売、機器メンテナンス、保険業、不動産業、人材派遣業 等 



当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法および各区分に属する主要な製品等の名称 

事業区分は製品等の種類および市場の類似性を基礎とし、生産形態、親会社における経営組織も考慮して

区分しています。 

２．当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は534百万

円であり、その主なものは、親会社の役員関連の費用および全社に係る総務・経理などの費用です。 

３．当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は30,540百万円であり、

その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）および

全社に係る総務・経理などの管理部門の資産です。 

  

  (単位：百万円)

 
電子部品 
関連事業 

システム機器 
関連事業 

そ の 他 計 消去又は全社 連 結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売 上 高       

外部顧客に対する売上高 85,095 34,568 2,330 121,994 － 121,994 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
70 36 101 208 (208) － 

計 85,165 34,604 2,432 122,202 (208) 121,994 

営 業 費 用 81,397 25,840 2,279 109,516 325 109,842 

営 業 利 益 3,768 8,764 152 12,685 (533) 12,151 

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出 
      

資産（注４） 61,582 19,905 782 82,270 30,455 112,726 

減価償却費 4,572 239 13 4,824 118 4,942 

減損損失 81 － － 81 － 81 

資本的支出 7,114 441 15 7,571 1,155 8,727 

事 業 区 分 主  要  製  品 

電子部品関連事業 
マイクロモーター、タイムスイッチ、ステッピングモーターおよび関連ユニット、 

光ピックアップユニット、事務機器用ユニット、テープレコーダーメカニズム 等 

システム機器関連事業 磁気カードリーダー、産業用機械 等 

そ の 他 オルゴール販売、機器メンテナンス 等 



【所在地別セグメント情報】 

 最近２連結会計年度の所在地別セグメント情報は次のとおりです。 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

（注）１．地域は地理的近接度により区分しています。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

  (1)アジア----中国、香港、シンガポール、台湾 等 

  (2)北 米----米国 

  (3)欧 州----ドイツ 

（追加情報） 

当連結会計年度から、欧州の子会社を連結の範囲に加えたため「欧州」を記載対象セグメントに追加しま

した。 

３．前連結会計年度および当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業

費用の金額は、687百万円及び534百万円であり、その主なものは、親会社の役員関連の費用および全社に

係る総務・経理などの費用です。 

４．前連結会計年度および当連結会計年度における資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は

21,176百万円および30,540百万円であり、その主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び有価証

券）、長期投資資金（投資有価証券）および全社に係る総務・経理などの管理部門の資産です。 

  (単位：百万円)

 日 本 アジア 北 米 計 
消去又は 
全  社 

連 結 

Ⅰ．売上高及び営業損益       

売 上 高       

外部顧客に対する売上高 85,182 33,691 3,437 122,311 － 122,311 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
19,975 39,819 28 59,823 (59,823) － 

計 105,158 73,510 3,466 182,135 (59,823) 122,311 

営 業 費 用 95,212 72,838 3,024 171,075 (59,117) 111,957 

営 業 利 益 9,946 671 441 11,059 (705) 10,353 

Ⅱ．資産 63,454 34,809 2,354 100,618 (4,566) 96,051 

  (単位：百万円)

 日 本 アジア 北 米 欧 州 計  
消去又は 
全  社 

連 結 

Ⅰ．売上高及び営業損益        

売 上 高        

外部顧客に対する売上高 85,125 31,383 4,055 1,428 121,994 － 121,994 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
18,684 42,387 14 8 61,095 (61,095) － 

計 103,810 73,771 4,070 1,436 183,089 (61,095) 121,994 

営 業 費 用 93,225 72,378 3,503 1,285 170,393 (60,550) 109,842 

営 業 利 益 10,585 1,392 566 150 12,695 (544) 12,151 

Ⅱ．資産 67,319 38,498 2,723 742 109,282 3,443 112,726 



【海外売上高】 

 最近２連結会計年度の売上高は、次のとおりです。 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しています。 

２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりです。 

(1）北米地域……米国、カナダ 

(2）欧州地域……ＥＵ諸国 

(3）アジア地域……中国、香港、インドネシア、シンガポール、台湾 等 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高です。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていません。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

当社は、再建計画に沿い経営再建の早期化を図って参りましたが、当連結会計年度において、社会的信用の

確保および新工場や将来の新社屋建設に備えるため、上記会社から土地を取得しました。なお、購入価格に

つきましては、市場価格を参考に決定しています。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれていません。 

２．取引条件および取引条件の決定方針等 

当社は、再建計画に沿って経営再建の早期化を図って参りましたが、当連結会計年度において、顧客との関

係強化のため、上記会社から上場株式を購入しました。なお、購入価格は、市場価格にて決定しています。

  北米地域 欧州地域 アジア地域 その他 計 

前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 

至 平成17年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,311 3,739 70,387 1,234 79,672 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 122,311 

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％） 

3.5 3.1 57.5 1.0 65.1 

当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 4,507 4,180 70,845 1,344 80,877 

Ⅱ 連結売上高(百万円) － － － － 121,994 

Ⅲ 連結売上高に占める

海外売上高の割合

（％） 

3.7 3.4 58.1 1.1 66.3 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 日本電産㈱ 
京都市

南区 
61,180 

モーターそ

の他の製

造・販売 

 56.1％ 

(内間接2.1％)
役員3名 － 土地の購入 4,166 土地 4,166 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の

兼任等 
事業上 
の関係 

親会社 日本電産㈱ 
京都市

南区 
65,648 

モーターそ

の他の製

造・販売 

 55.6％ 

(内間接2.1％)
役員3名 － 

有価証券の

購入 
1,465 

投資有価

証券 
1,940 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当ありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当ありません。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 274円75銭 

１株当たり当期純利益金額 93円07銭 

１株当たり純資産額    343円60銭 

１株当たり当期純利益金額   65円98銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希簿

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

いません。 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希簿

化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

いません。 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益 (百万円) 17,795 12,672 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) 21 75 

（うち利益処分による役員賞与金）  (百万円) (21) (75) 

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 17,773 12,597 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 190,961 190,915 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

   該当事項ありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率は、期末の加重平均利率を記載しています。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりです。

(2）【その他】 

訴訟 

 平成17年４月当社グループは、ＢＯＵＲＮＥ ＣＯ.,他71社の米国音楽著作権保有者から、当社グループが原告

の著作権を侵害するオルゴール・ムーブメントの販売に関与したとして、ニューヨーク南部連邦地方裁判所に提訴

されていますが、現在和解に向けての交渉が進められており、現時点で当社グループの業績に及ぼす影響は軽微な

見込みです。 

タックスヘイブン対策税制について 

 当社の連結子会社である日本電産ニッシン㈱は、関東信越国税局より、香港の連結子会社がタックスヘイブン対

策税制の適用除外要件を満たしていないとの判断により、平成15年３月期から平成17年３月期の３年間について香

港の連結子会社の所得を日本電産ニッシン㈱の所得の額とみなして合算課税するとの更生通知を受領しました。追

徴税額は「過年度法人税等」として処理していますが、当社グループは、当局の処分は事実誤認による不当な課税

と考えており、関東信越国税不服裁判所に対して審査請求を行っています。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 1,986 7,084 4.8 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 112 111 2.8 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 380 105 3.0 平成18年～38年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,478 7,300 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 49 13 2 2 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ．流動資産        

１．現金及び預金   12,244   21,946  

２．受取手形    4,085   3,008  

３．売掛金 ※５  24,532   23,381  

４．製品   1,406   1,655  

５．原材料   606   549  

６．仕掛品   1,184   2,476  

７．貯蔵品   1,784   1,274  

８．前払費用   30   43  

９．短期貸付金   13   21  

10．関係会社短期貸付金   9,473   13,135  

11．未収入金 ※５  6,921   7,411  

12．その他の流動資産   4   4  

貸倒引当金   △909   △910  

流動資産合計   61,379 76.0  73,998 75.9 

Ⅱ．固定資産        

１．有形固定資産        

(1)建物  7,482   8,538   

減価償却累計額  5,252 2,229  5,491 3,046  

(2)構築物  401   401   

減価償却累計額  308 93  314 87  

(3)機械及び装置  11,266   10,003   

減価償却累計額  9,531 1,735  8,632 1,370  

(4)車両運搬具  29   32   

減価償却累計額  23 5  24 7  

(5)工具・器具及び備品  11,461   9,244   

減価償却累計額  9,692 1,768  8,093 1,151  

(6)土地   4,481   5,698  

(7)建設仮勘定   76   186  

有形固定資産合計   10,391 12.9  11,548 11.9 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産        

(1)電話加入権   6   7  

(2)借家権   4   4  

(3)ソフトウェア   1   1  

(4)その他の無形固定資産   1   13  

無形固定資産合計   14 0.0  26 0.0 

３．投資その他の資産        

(1)投資有価証券   900   2,521  

(2)関係会社株式   5,552   5,627  

(3)出資金   4   4  

(4)関係会社出資金   2,241   3,595  

(5)長期貸付金   17   10  

(6)従業員長期貸付金   79   48  

(7）破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

  20   12  

(8)敷金及び差入保証金   116   38  

 (9)事業保険掛金   27   27  

(10)その他の投資   57   －  

貸倒引当金   △33   △12  

投資その他の資産合計   8,985 11.1  11,873 12.2 

固定資産合計   19,391 24.0  23,448 24.1 

資産合計   80,770 100.0  97,447 100.0 

        
 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ．流動負債        

１．支払手形   809   673  

２．買掛金 ※５  15,457   17,033  

３．短期借入金   －   6,754  

４．１年以内返済長期借入
金 

  6   14  

５．未払金 ※５  1,736   2,420  

６．未払費用   1,086   1,117  

７．未払法人税等   163   81  

８．前受金   1,329   650  

９．預り金   85   96  

10．賞与引当金   757   787  

11．設備購入支払手形   1,496   710  

12．事業整理損失引当金   112   －  

13．その他流動負債   41   12  

流動負債合計   23,082 28.6  30,353 31.2 

        

Ⅱ．固定負債        

１．長期借入金   79   48  

２．繰延税金負債   43   290  

３．長期未払金   6,892   4,779  

４．役員退職慰労引当金   113   －  

固定負債合計   7,129 8.8  5,118 5.2 

負債合計   30,211 37.4  35,471 36.4 

 



  
前事業年度 

（平成17年３月31日現在） 
当事業年度 

（平成18年３月31日現在） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）        

Ⅰ．資本金 ※３  35,270 43.7  35,270 36.2 

Ⅱ．利益剰余金        

１．利益準備金  －   147   

２．任意積立金      

 （1）別途積立金  －   12,000   

３．当期未処分利益  15,149   14,265   

利益剰余金合計   15,149 18.7  26,413 27.1 

Ⅲ．その他有価証券評価差額
金 

  
  
 236 0.3  486 0.5 

Ⅳ．自己株式 ※４  △96 △0.1  △194 △0.2 

資本合計   50,558 62.6  61,975 63.6 

負債及び資本合計   80,770 100.0  97,447 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ．売上高 ※３  88,192 100.0  88,171 100.0 

Ⅱ．売上原価        

１．製品期首たな卸高  1,817   1,626   

２．たな卸資産評価損戻入  △444   △515   

３．当期製品仕入高 ※３ 37,997   32,755   

４．当期製品製造原価  36,911   41,919   

合計  76,281   75,787   

５．他勘定振替高 ※１ 189   245   

６．製品期末たな卸高  1,626   1,764   

７．たな卸資産評価損  515 74,980 85.0 251 74,028 84.0 

売上総利益   13,212 15.0  14,143 16.0 

Ⅲ．販売費及び一般管理費 ※２  5,588 6.3  5,092 5.8 

営業利益   7,624 8.7  9,050 10.2 

Ⅳ．営業外収益        

１．受取利息 ※３ 172   371   

２．受取配当金 ※３ 71   567   

３．為替差益  692   2,126   

４．雑収益 ※３ 167 1,102 1.2 250 3,316 3.8 

Ⅴ．営業外費用        

１．支払利息  31   208   

２．雑損失  33 65 0.1 89 297 0.3 

経常利益   8,661 9.8  12,069 13.7 

Ⅵ．特別利益        

１．投資有価証券売却益  139   755   

２．固定資産売却益 ※５ 3   3   

３．厚生年金基金解散益  8,490   437   

４．役員退職慰労引当金 
  戻入益 

 545   －   

５．その他特別利益  44 9,223 10.4 136 1,332 1.5 

        
 



  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ．特別損失        

１．関係会社株式売却損  140   －   

２．たな卸資産廃却損  －   87   

３．固定資産除却損  278   363   

４．固定資産売却損  27   2   

５．事業整理損失引当金繰
入額 

  13   －   

６．事業撤退損失  －   95   

７．関係会社債権放棄損  287   
－ 
  
  

８．事務所移転費用  －   
32 
  
  

９．その他特別損失 ※７ 0 747 0.8 － 582 0.7 

税引前当期純利益   17,138 19.4  12,818 14.5 

法人税、住民税及び事
業税 

  99 0.1  122 0.1 

当期純利益   17,038 19.3  12,696 14.4 

前期繰越利益又は 
前期繰越損失（△） 

  △1,889   2,094  

中間配当額   －   477  

中間配当金に伴う利益
準備金積立額 
  

  －   47  

当期未処分利益   15,149   14,265  

        



製造原価明細書 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ．材料費  22,349 65.8 31,374 72.5 

Ⅱ．労務費  7,293 21.5 8,090 18.7 

Ⅲ．経費 ※２ 4,319 12.7 3,824 8.8 

当期総製造費用  33,962 100.0 43,289 100.0 

仕掛品期首たな卸高  4,212  1,248  

合計  38,174  44,537  

他勘定振替  14  40  

仕掛品期末たな卸高  1,248  2,577  

当期製品製造原価  36,911  41,919  

      

前事業年度 当事業年度 

 （注）１．原価計算の方法  （注）１．原価計算の方法 

(1）原価計算の方法は専用産業用機械を除い

て、製品別総合原価計算を行っています。

専用産業用機械は個別原価計算を行ってい

ます。 

(1）  同 左 

(2）材料及び製品の期中の受払は、すべて標準

原価にて行い、期末に原価差額を調整して

います。 

(2）  同 左 

※２．当期経費のうち減価償却費 ※２．当期経費のうち減価償却費 

1,107百万円      896百万円 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月21日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ．当期未処分利益   15,149  14,265 

Ⅱ．利益処分額      

１．利益準備金  100  102  

２．配当金  954  954  

３．役員賞与金  －  70  

 (うち監査役賞与金)   (－) (5) 

４．任意積立金      

 (1)別途積立金  12,000 13,054 10,000 11,126 

Ⅲ．次期繰越利益   2,094  3,138 

      



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

        同左 

   
 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

   

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

(1）デリバティブ 

 時価法 

(1）デリバティブ 

同左 

   

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 先入先出法による低価法 

     

        同左 

      

   

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物については、定額法を採用し

ています。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

 建物 15～60年 

機械及び装置 ４～13年 

工具・器具及び備品 ２～20年 

 

   
 (2)無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してい

ます。 

(2)無形固定資産 

同左 

   

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しています。 

 なお、為替予約等の振当処理の対象

となっている外貨建金銭債権債務につ

いては、当該為替予約等の円貨額に換

算しています。 

同左 

   
 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 売掛金・貸付金等の債権の貸倒損失

に備えるため、一般債権については、

貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に

回収可能性を検討し回収不能見込額を

計上しています。 

(1)貸倒引当金 

同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員賞与の支給に備えるため、期

末在籍者に対する支給見込額の当期負

担額を計上しています。 

(2)賞与引当金 

同左 

 (3)退職給付引当金 

     ―――――― 

(3)退職給付引当金 

―――――― 

 （追加情報） 

当社およびその関連企業を母体とする三

協精機厚生年金基金は、確定拠出年金法

の施行に伴い、平成16年４月27日付で厚

生労働省より解散の認可を受け、同日を

もって解散しました。平成17年１月１日

より確定拠出年金制度に移行するため、

「退職給付制度間の移行に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第１号）を

適用しています。 

本移行に伴う影響額は「厚生年金基金解

散益」として8,490百万円を特別利益に計

上しています。 

なお、確定拠出年金制度等への資産移管

等に伴う「長期未払金」6,892百万円を計

上しています。 

（追加情報） 

当社およびその関連企業を母体とする三協

精機厚生年金基金は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成16年４月27日付で厚生労働

省より解散の認可を受け、同日をもって解

散しました。平成17年１月１日より確定拠

出年金制度に移行するため、「退職給付制

度間の移行に関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用しています。

本移行に伴う影響額は、前事業年度におい

て「厚生年金基金解散益」として8,490百

万円を特別利益として計上しましたが、

「最低責任準備金の還付」等により437百

万円を「厚生年金基金解散益」として当事

業年度において特別利益に計上していま

す。 

なお、確定拠出年金制度等への資産移管等

に伴う「未払金」540百万円および「長期

未払金」4,667百万円を計上しています。 

 (4)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しています。 

(4)役員退職慰労引当金 

     ―――――― 

 （追加情報） 

 平成17年３月31日付にて、役員退職

慰労金支給制度を廃止いたしました。 

 

 (5)事業整理損失引当金 

 経営改善計画に基づく事業整理等に

伴う損失に備えるため、当該損失見込

額を計上しています。 

(5)事業整理損失引当金 

     ―――――― 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっています。 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 為替予約取引は振当処理、金利スワ

ップ取引は特例処理によっています。 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取引  売掛金等 

金利スワップ取引 借入金 

ヘッジ手段  ヘッジ対象 

為替予約取引  売掛金等 

   
 (3)ヘッジ方針 

為替予約取引 

 主として、将来予想される外貨建債

権回収に係る為替変動リスクを回避す

る目的で為替予約取引を行っており、

投機的な取引は行っていません。 

(3)ヘッジ方針 

為替予約取引 

同左 

   
 金利スワップ取引 

 借入金利に係る金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っ

ており、投機的な取引は行っていませ

ん。 

金利スワップ取引 

     ―――――― 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引 

 為替相場の変動によるキャッシュ・

フローの変動を完全に相殺するものと

想定されるため、有効性評価は省略し

ています。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

為替予約取引 

同左 

 金利スワップ取引 

 へッジ対象のキャッシュ・フロー変動

の累計又は相場変動とへッジ手段のキャ

ッシュ・フロー変動の累計又は相場変動

を半期ごとに比較し、両者の変動額等を

基礎にして、へッジ有効性を評価してい

ます。ただし、特例処理によっている金

利スワップについては、有効性の評価を

省略しています。 

金利スワップ取引 

     ―――――― 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

(1)消費税等の会計処理 

 税抜方式によっています。 

 なお、仮払消費税等および仮受消費

税等は相殺のうえ、流動資産の「未収

入金」に含めて表示しています。 

  



（財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更） 

（追加情報） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  

         ―――――― 

  

 (固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 成14年８月９日)）および「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 成15年10月31日）を適用していま

す。 

これによる損益に与える影響はありません。      

  

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書

上の表示方法） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度より外形標準課税制

度が導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示

についての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業

会計基準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業

税の付加価値割および資本割については、販売費及び

一般管理費に計上しています。 

 この結果、販売費及び一般管理費が146百万円増加

し、営業利益、経常利益および税引前当期純利益が、

146百万円減少しています。 

  

          ―――――― 

  



（注記事項） 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．偶発債務 

次のとおり銀行借入金等に対して債務保証を行っ

ています。 

１．偶発債務 

次のとおり銀行借入金等に対して債務保証を行っ

ています。 

内容 
金額 

（百万円） 

Sankyo Precision(Malaysia)Sdn.,Bh
d. 

4 

その他 373 

合計 377 

内容 
金額 

（百万円） 

従業員（住宅ローン他） 300 

合計 300 

（注） 上記のうち主な外貨建額   

     

Ｍ＄ 150千   
 

２．受取手形割引高 該当ありません。 ２．受取手形割引高       同左 

※３．授権株式数及び発行済株式総数 ※３．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数   普通株式 400,000,000株

発行済株式総数 普通株式 191,107,628株

      同左  

  

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式161,707

株です。 

※４．自己株式 

当社が保有する自己株式の数は、普通株式229,633

株です。 

※５．関係会社に係る注記 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

※５．関係会社に係る注記 

関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

受取手形及び売掛金 4,833百万円

未収入金 6,362 

買掛金 5,441 

未払金 606 

売掛金     4,315百万円

未収入金 7,058 

買掛金 5,097 

未払金 1,203 

６．配当制限 

商法施行規則第124条３号に規定する資産の時価評

価により増加した純資産額は236百万円です。 

６．配当制限 

商法施行規則第124条３号に規定する資産の時価評

価により増加した純資産額は532百万円です。 

７．   ―――――― 

  

７．平成16年６月21日開催の定時株主総会において下記

の欠損てん補を行っています。 

資本準備金 28,237百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．製品から他勘定への振替高 ※１．製品から他勘定への振替高 

販売費及び一般管理費 61百万円

未収入金 1 

製造費 126 

計 189 

 販売費及び一般管理費 79百万円 

製造費 166 

計 245 

※２．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は55％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

45％です。主要な費目および金額は次のとおりで

す。 

※２．販売費及び一般管理費 

販売費に属する費用のおおよその割合は57％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は 

43％です。主要な費目および金額は次のとおりで

す。 

販売手数料 1,017百万円

荷造運賃保管料 709 

従業員給与 1,168 

賞与 314 

賞与引当金繰入額 28 

退職給付費用 43 

役員退職慰労引当金繰入額 16 

福利厚生費 343 

旅費交通費 235 

減価償却費 137 

賃借料 294 

研究開発費 534 

販売手数料      989百万円

荷造運賃保管料 456 

従業員給与 1,064 

賞与 214 

賞与引当金繰入額 209 

福利厚生費 375 

旅費交通費 210 

減価償却費 119 

賃借料 220 

研究開発費 429 

※３．関係会社に係る注記 ※３．関係会社に係る注記 

（1）関係会社への売上高 19,796百万円 （1）関係会社への売上高       17,691百万円 

  

（2）関係会社からの仕入高 （2）関係会社からの仕入高 

材料 1,426百万円

製品 37,997 

計 39,423 

材料     8,719百万円

製品 32,755 

計 41,474 

（3）関係会社からの営業外収益 （3）関係会社からの営業外収益 

受取配当金 55百万円

その他 159 

計 215 

受取配当金   546百万円

その他 302 

計 849 

 ４．研究開発費の総額 

一般管理費および当期総製造費用に含まれる研究

開発費 

4,272百万円 

 ４．研究開発費の総額 

一般管理費および当期総製造費用に含まれる研究

開発費 

     4,432百万円 

※５．固定資産売却益の内訳 ※５．固定資産売却益の内訳 

機械及び装置 3 百万円 

   

機械及び装置 2 百万円 

工具・器具及び備品 1   

計 3   

※６．事業整理損失引当金繰入額 

今後整理を予定している事業に係る固定資産処分

損等13百万円を計上しています。 

※６．事業整理損失引当金繰入額 

          ―――――― 

※７．その他特別損失 ※７．その他特別損失 

産業廃棄物処分費用等 0 百万円   － 百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 4 4 0 

工具・器具及
び備品 

135 69 65 

その他 320 193 126 

合計 460 268 191 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械及び装置 0 0 0 

工具・器具及
び備品 

190 69 121 

その他 296 191 105 

合計 487 261 226 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内     91 百万円 

１年超    102 百万円 

合計 193 百万円 

１年内 100  百万円 

１年超 124  百万円 

合計 225  百万円 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料    132 百万円 

減価償却費相当額    125 百万円 

支払利息相当額     4 百万円 

支払リース料 110  百万円 

減価償却費相当額 105  百万円 

支払利息相当額 2  百万円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっています。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっています。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

 

前事業年度（平成17年３月31日現在） 当事業年度（平成18年３月31日現在） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

関連会社株式 242 431 189 242 1,243 1,000 



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

（単位：百万円） 

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産評価損 1,568

貸倒引当金 347

賞与引当金 303

未払費用 322

事業整理損失引当金 44

短期貸付金 600

その他 58

繰延税金資産小計 3,246

評価性引当額 △3,246

繰延税金資産（流動）合計 －

  

繰延税金資産（固定）  

繰越欠損金 6,145

貸倒引当金 6

役員退職慰労引当金 45

投資有価証券 48

関係会社株式 1,306

ゴルフ会員権評価損 7

減価償却超過額 96

無形固定資産 259

長期未払金 2,756

その他 4

繰延税金資産小計 10,677

評価性引当額 △10,677

繰延税金資産（固定）合計 －

 繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △43

 繰延税金負債（固定）の純額 △43

（単位：百万円） 

繰延税金資産（流動）  

たな卸資産評価損 969

貸倒引当金 342

賞与引当金 315

未払金 216

未払費用 280

その他 34

繰延税金資産小計 2,158

評価性引当額 △2,158

繰延税金資産（流動）合計 －

  

繰延税金資産（固定）  

繰越欠損金 3,647

貸倒引当金 2

投資有価証券 25

関係会社株式 79

ゴルフ会員権評価損 1

土地  559

減価償却超過額 117

無形固定資産 281

長期未払金 1,919

外国税控除  402

その他 2

繰延税金資産小計 7,040

評価性引当額 △7,040

繰延税金資産（固定）合計 －

 繰延税金負債（固定）  

その他有価証券評価差額金 △290

 繰延税金負債（固定）の純額 △290

 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（重要な後発事象） 

前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

該当ありません。 

当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

該当ありません。 

前事業年度 
（平成17年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成18年３月31日現在） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.0％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.1％

住民税均等割 0.1％

外国税控除 0.6％

評価性引当金 △39.0％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.6％

法定実効税率 40.0％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
0.0％

受取配当金等永久に益金に算入さ

れない項目 
△0.6％

住民税均等割 0.1％

外国税控除 △1.1％

評価性引当金 △38.1％

その他 0.7％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.0％

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 264円78銭

１株当たり当期純利益金額 89円22銭

１株当たり純資産額    324円32銭

１株当たり当期純利益金額 66円14銭

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希簿化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載していません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希簿化効果を有している潜在株式が存在しないた

め、記載していません。 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当期純利益 (百万円) 17,038 12,696 

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － 70 

（うち利益処分による役員賞与金）  (百万円) (－） (70) 

普通株式に係る当期純利益 (百万円) 17,038 12,626 

普通株式の期中平均株式数 (千株) 190,961 190,915 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

        該当ありません。 

【その他】 

        該当ありません。 

【有形固定資産等明細表】 

（注）１．「建物」の増加は主に、全社（共通）の厚生施設（独身寮）の取得893百万円です。 

   ２．「機械及び装置」の減少は主に、電子機器関連事業の除却377百万円、売却869百万円です。 

３．「工具・器具及び備品」の増加は主に、増産、更新による取得で、電子機器関連事業で473百万円、シス

テム機器関連事業で120百万円です。減少は主に、電子機器関連事業の除却が1,322百万円、売却が1,572

百万円です。 

４．「土地」の増加は主に、貯蔵品勘定（売却資産）からの科目振替1,131百万円です。 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

投資有価証券 
その他有価

証券 

三菱電機㈱ 1,030,000 1,028 

長野計器㈱ 430,626 791 

ソニー㈱ 58,762 320 

 ㈱八十二銀行 205,462 194 

 ㈱国興 42,825 67 

ＳＢIホールディングス㈱ 521 34 

アルプス電気㈱ 15,115 28 

Kyooh Precision Industry Co.,Ltd. 29,800 18 

㈱六協 6,400 6 

ニスカ㈱ 3,600 6 

その他上場株式５銘柄 55,423 1 

その他非上場株式19銘柄 101,509 23 

計 1,980,043 2,521 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残高
（百万円） 

有形固定資産        

建物       (注1) 7,482 1,103 47 8,538 5,491 176 3,046 

構築物 401 5 5 401 314 11 87 

機械及び装置   (注2) 11,266 228 1,491 10,003 8,632 343 1,370 

車両運搬具 29 4 1 32 24 2 7 

工具・器具及び備品(注3) 11,461 858 3,075 9,244 8,093 529 1,151 

土地       (注4) 4,481 1,217 0 5,698 － － 5,698 

建設仮勘定 76 1,214 1,104 186 － － 186 

有形固定資産計 35,199 4,632 5,726 34,106 22,557 1,064 11,548 

無形固定資産        

電話加入権 6 0 － 7 － － 7 

借家権 8 2 2 8 4 2 4 

ソフトウェア 2 0 － 3 1 0 1 

その他の無形固定資産 4 12 1 16 3 0 13 

無形固定資産計 22 16 3 35 9 4 26 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式は、229,633株です。  

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものです。 

【引当金明細表】 

 （注）１.貸倒引当金の当期減少額「その他」は、貸倒懸念債権の一部を回収したことによるものです。 

２.役員退職慰労引当金の当期減少額「その他」は前事業年度において役員退職慰労金支給制度の廃止を取締役

会で決議したことに伴う戻入額です。 

３.事業整理損失引当金の当期減少額「目的使用」は、静電プロッター関係の撤退に伴う取崩によるものです。 

当期減少額「その他」は、Sankyo Precision (Malaysia)Sdn.,Bhd.の清算手続等に伴う取崩によるもので

す。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 35,270 － － 35,270 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 (注１) (株) (191,107,628)      （－）     （－） (191,107,628) 

普通株式 (百万円) 35,270 － － 35,270 

計 (株) (191,107,628)      （－）     （－） (191,107,628) 

計 (百万円) 35,270 － － 35,270 

利益準備金及

び任意積立金 

(利益準備金)(注２) (百万円) － 147 － 147 

(任意積立金) 

別途積立金（注２） 

(百万円) － 12,000 － 12,000 

    計 (百万円) － 12,147 － 12,147 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金    （注１） 942 1 － 20 922 

賞与引当金     757 787 757 － 787 

役員退職慰労引当金（注２） 113 0 9 104 － 

事業整理損失引当金（注３） 112 － 32 79 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

(ハ）売掛金 

(a）相手先別内訳 

(b）発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等は含まれています。 

区分 金額（百万円） 

現金 24 

預金  

当座預金 1,646 

普通預金 18,513 

定期預金 1,762 

小計 21,921 

合計 21,946 

相手先 金額（百万円） 

ミスズトレーディング㈱ 1,396 

INFOVISION OPTOELECTRONICS(KUNSHAN)CO.,LTD. 531 

JUKI㈱ 187 

㈱ナガタ 167 

福西電機㈱ 109 

その他 614 

合計 3,008 

平成18年４月 
（百万円） 

５月 
(百万円) 

６月 
(百万円) 

７月 
(百万円) 

８月 
(百万円) 

９月以降 
（百万円） 

合計（百万円） 

859 1,020 550 524 53 － 3,008 

相手先 金額（百万円） 

LITE-ON IT CORP. 3,579 

大日本スクリーン製造㈱ 1,519 

NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD. 1,510 

ミスズトレーディング㈱ 1,279 

 ＬＧ電子ジャパン㈱ 797 

その他 14,695 

合計 23,381 

前期末残高 

（百万円） 

当期発生高 

（百万円） 

当期回収高 

（百万円） 

当期末残高 

（百万円） 
回収率（％） 滞留日数（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) ÷ 365 

24,532 89,866 91,017 23,381 79.6 97.3 



(ニ）たな卸資産 

(ホ）関係会社短期貸付金 

(ヘ）未収入金 

② 固定資産 

(イ）関係会社株式 

区分 製品（百万円） 原材料(百万円) 仕掛品(百万円) 貯蔵品(百万円) 合計（百万円） 

電子部品関連 946 82 927 1,164 3,121 

システム機器関連 708 466 1,549 105 2,829 

その他 － － － 4 4 

合計 1,655 549 2,476 1,274 5,955 

相手先 金額（百万円） 

NIDEC SANKYO(H.K.)CO.,LIMITED 5,566 

日本電産ニッシン㈱ 4,879 

NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD. 1,609 

日本電産サンキョー商事㈱ 1,080 

合計 13,135 

相手先 金額（百万円） 

NIDEC SANKYO(FUZHOU) CORPORATION 3,758 

NIDEC SANKYO FUZHOU(H.K.)CO.,LIMITED  2,661 

NIDEC SANKYO(H.K.)CO.,LIMITED  303 

NIDEC SANKYO(ZHEJIANG) CORPORATION  130 

日本電産サンキョー商事㈱ 80 

その他 476 

合計 7,411 

銘柄 金額（百万円） 

子会社株式 

日本電産サンキョー商事㈱ 0 

日本電産ピジョン㈱ 536 

日本電産ニッシン㈱ 1,189 

日本電産サンキョーサービスエンジニアリング㈱ 15 

NIDEC SANKYO AMERICA CORPORATION  731 

NIDEC SANKYO(H.K.)CO.,LIMITED  755 

NIDEC SANKYO TAIWAN CORPORATION  1,821 

NIDEC SANKYO SINGAPORE PTE.LTD.  314 

NIDEC SANKYO KOREA CORPORATION  19 

小計 5,385 

関連会社株式 
ＳＣＤ Co.,Ltd. 242 

小計 242 

計 5,627 



③ 流動負債 

(イ）支払手形（設備購入支払手形710百万円を含む） 

(a）相手先別内訳 

(b）期日別内訳 

(ロ）買掛金 

(ハ）短期借入金 

(3）【その他】 

訴訟 

 平成17年４月当社は、ＢＯＵＲＮＥ ＣＯ.,他71社の米国音楽著作権保有者から、当社が原告の著作権を侵害す

るオルゴール・ムーブメントの販売に関与したとして、ニューヨーク南部連邦地方裁判所に提訴されていますが、

現在和解に向けての交渉が進められており、現時点で当社の業績に及ぼす影響は軽微な見込みです。 

  

相手先 金額（百万円） 

三井住友建設㈱ 332 

長野日本電気㈱ 109 

㈱ピーエーイー 73 

日東光学㈱ 51 

日亜化学工業㈱ 45 

その他 770 

合計 1,383 

平成18年４月 
（百万円） 

５月 
(百万円) 

６月 
(百万円) 

７月 
(百万円) 

８月 
(百万円) 

９月 
(百万円) 

合計（百万円） 

251 244 574 272 7 32 1,383 

相手先 金額（百万円） 

NIDEC SANKYO(FUZHOU) CORPORATION  2,492 

上野興業㈱ 1,312 

日本電産コパル㈱ 1,292 

NIDEC SANKYO(H.K.)CO.,LIMITED  1,187 

㈱サンセー・インターナショナル・テクノロジー  986 

その他 9,763 

合計 17,033 

相手先 金額（百万円） 

㈱八十二銀行  4,992 

㈱三井住友銀行  587 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  587 

㈱みずほコーポレート銀行  587 

合計 6,754 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年６月20日開催の当社定時株主総会において、定款の一部変更が決議され、公告の方法については電子公

告とすることになりました。 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 

１株券・５株券・10株券・50株券・100株券・500株券・1,000株券・ 

5,000株券・10,000株券 

100株未満の数を表示した株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 １，０００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社証券代行部 

  
  

  

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

  
  

  

取次所 

住友信託銀行株式会社全国本支店 

大和証券株式会社全国本支店 

日本証券代行株式会社全国本支店 

  

  

  

  

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 

 住友信託銀行株式会社証券代行部 

  
  

  

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

  
  

  

取次所 

住友信託銀行株式会社全国本支店 

大和証券株式会社全国本支店 

日本証券代行株式会社全国本支店 

  

  

  

  

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞に記載する。（注） 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である日本電産株式会社は、㈱東京証券取引所、㈱大阪証券取引所およびニューヨーク証券取引所に上

場しており、継続開示会社です。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第81期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月21日関東財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

事業年度（第81期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年８月22日関東財務局長に提出。 

(3）半期報告書 

事業年度（第82期）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２１日

株 式 会 社 三 協 精 機 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社三協精

機製作所の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損

益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社三協精

機製作所及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 （セグメント情報）「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度からセグメント情報の事

業区分を変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 永 幸 廣 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 井 裕 風 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２０日

日 本 電 産 サ ン キ ョ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電産サンキ

ョー株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連

結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電産サンキ

ョー株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して連結財務諸表を作成している。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 永 幸 廣 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 井 裕 風 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２１日

株 式 会 社 三 協 精 機 製 作 所 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社三協精

機製作所の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第８１期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社三協精機製

作所の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 永 幸 廣 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 井 裕 風 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２０日

日 本 電 産 サ ン キ ョ ー 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本電産サンキ

ョー株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計

算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本電産サンキョー

株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用して財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 永 幸 廣 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 高 津 靖 史 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 岩 渕 道 男 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 花 井 裕 風 
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